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｢常陽｣ メンテナンス建物の一部改修（地上階鉄骨造部分の外部補強）工事について 

 

2021年 6月 8日 

日本原子力研究開発機構 

大洗研究所 高速実験炉部  

 

 

高速実験炉「常陽」では、2022～2023年度に、メンテナンス建物の改修（地上階鉄骨造部分の外部

補強）工事を計画している。 

当該メンテナンス建物の改修工事は、耐震改修促進法に従い実施するものであることから、その取

扱いについて、以下のように整理した。 

 

1.  メンテナンス建物の改修（地上階鉄骨造部分の外部補強）工事計画 

メンテナンス建物の改修工事は、耐震改修促進法に従い、同法で規定する地震に対する安全性

に係る基準に適合させるために補強するものである。詳細は添付資料に示す。 

当該工事は、メンテナンス建物のうち、地上階鉄骨造部分について、建物外側（屋外）に補強

部材を設置する工法である。建物の配置、基本構造、主要材質に変更は無く、耐震性能は向上さ

れ、遮蔽性能等その他の性能に影響はないことから、事業者の自主保安として実施する。 

工期は約１７カ月を見込んでおり、2022～2023年度に実施する計画である。 

 

 

2. 新規制基準への対応 

 今回、耐震改修促進法に従い、事業者の責務として、既許可等に基づき、メンテナンス建物の

改修（地上階鉄骨造部分の外部補強）工事を実施する。 

新規制基準適合に係る許可取得後、他の既設の設備と同様、当該メンテナンス建物についても

（今回補強を要しない地下部分も含めて）、設計及び工事の計画の認可に係る申請において、基

準に適合することを示す。 

 

 

3. 耐震改修促進法に従い予定するその他の改修工事 

 本件、メンテナンス建物については、巡視・点検等により、人が常時立入る必要があること、

及び保有水平耐力比が 0.5 を下回っていることから、早急に対応するものである。 

今後も耐震診断の結果、補強が必要な建物については、計画的に改修を実施していくものであ

り、そのうち、高速実験炉原子炉施設の（原子炉等規制法の適用を受ける）建物としては、管理

区域出入管理棟がある。当該建物は、原子炉付属建物管理区域への出入りの際のチェンジングル

ーム、汚染検査室等であり、鉄骨構造の耐震Ｃクラスの建物である。 

 

以 上 
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新旧建築基準法と耐震診断の関係について 
 

1. 旧建築基準法施行令（昭和 56年以前）と新建築基準法施行令（現行）の違い 

新建築基準法施行令の主な変更は、以下の各項で示すとおりであるが、二次設計の追加によりこれま

での約 2倍の地震まで倒壊・崩壊しないことを検証することとなったことが大きく影響している。 

新建築基準法施行令では、種々の構造等規則に係る部分に対しても変更がなされており、旧建築基準

法施行令に基づき建設された建物に、新建築基準法施行令をそのまま適用することができないため、新

建築基準法のバックフィットは行われていない。 

これを補うために、平成 7年に耐震改修促進法が制定され、平成 25年の改正で規制が強化され、建物

の用途と規模によって耐震診断の義務化、診断結果の公表、及び耐震改修努力義務が課せられた。なお、

耐震改修促進法の目的は、「地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護する

ため、建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより、建築物の地震に対する安全性の向上

を図り、公共の福祉の確保に資すること」である。 

 

1.1 設計目標と評価の強化 

昭和 53 年宮城県沖地震で 1 階部分が柱だけのピロティ形式や偏心の著しい建築物等で被害が発生

したことから、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護するという目

的から、大規模地震に対する検証を行う二次設計が追加された。 

地震力 旧 建築基準法施行令 新 建築基準法施行令 

中規模地震 

(震度 5強程度) 

損傷しないこと 
(許容応力度計算) 
標準震度Co=0.2 

損傷しないこと 
(許容応力度計算(一次設計)) 
標準せん断力係数Co=0.2 

大規模地震 

(震度 6強～7程度) 
性能基準がなかった 

倒壊・崩壊しないこと 
(保有水平耐力計算(二次設計)) 
標準せん断力係数Co=1.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

耐震改修促進法改正の概要と建築物の安全性確保に向けた取組(国土交通省より抜粋) 

別紙１ 
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1.2 水平地震力の考え方 

上階に行くほど大きく揺れて地震力が大きくなるので、これを補正するAi係数の導入 

地震力 旧 建築基準法施行令 新 

中規模地震 

(震度 5強程度) 

許容応力度計算 
各位置の水平地震力Qi 
Qi=n・Ci・Wi 

n：耐震重要度係数(B ｸﾗｽ 1.5) 
Ci=Co・Rt 

Co：基礎底面での標準震度=0.2 
Co は、基礎底面から 4m 高さ毎に
0.01を加算(当時の施行令第 88条に
よる) 
Rt：建物の構造種別と支持地盤によ

る低減係数=0.9 
Wi：当該部分の荷重 

許容応力度計算(一次設計) 
地上部分 
各階の地震層せん断力Qi 
Qi=n・Ci・Wi 

=n・Z・Rt・Ai・Co・Wi 
n：耐震重要度係数(B ｸﾗｽ 1.5) 
Ci=Z・Rt・Ai・Co 

Z：地震地域係数=1.0 
Rt：振動特性係数=0.7～1.0 
Ai：地震層せん断力係数 
Co：標準せん断力係数=0.2 
Wi：当該部分が支える荷重 

地下部分 
各位置の水平地震力Pk 
Pk=n・k・Wk 

n：耐震重要度係数(B ｸﾗｽ 1.5) 
k：水平震度 
k≧0.1・(1-H/40)・Z 

H：地下部分の深さ（20m以上は 20m） 
Z：地震地域係数=1.0 

Wk：当該部分の荷重 

大規模地震 

(震度 6強～7程度) 
性能基準がなかった 

保有水平耐力計算(二次設計) 
各階の必要保有水平耐力Qun 
Qun=Ds・Fes・Qud 

=Ds・Fes・n・Z・Rt・Ai・Co・Wi 
Ds：構造特性係数(減衰性及び靭性を考

慮した数値) 
Fes：各階の形状特性係数を表す係数(各

階の剛性率及び偏心率に応じた数
値) 

Qud=n・Z・Rt・Ai・Co・Wi 
n：1.0として計算 
Z：地震地域係数=1.0 
Rt：振動特性係数=0.7～1.0 
Ai：地震層せん断力係数 
Co：1.0として計算 
Wi：当該部分が支える荷重 
 

Qu/Qun≧1.0 
（JEAC4601：Sクラスの場合 1.5） 

Qu：保有水平耐力 
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1.3 建物の変形、バランス性能の考慮 

1.1項にも記載したとおり、昭和 53年宮城県沖地震で 1階部分が柱だけのピロティ形式や偏心の著

しい建築物等で被害が発生したことから、建物のバランス等を考慮した設計が導入された。 

建物は、靭性が低い場合、限界を超えると即崩壊に至ったり、建物のバランスが悪い、例えば片側

に大きな開口があったり、ある階のみ壁がないピロティ形式であったりと全体として強度があっても

部分的に強度が不足することになるため、旧施行令では考慮されてなかった構造特性、平面方向のバ

ランス（偏心率）、高さ方向のバランス（剛性率）の評価が設計に追加された（偏心率、剛性率の制限、

1.2項の必要保有水平耐力式内のDs、Fes係数の導入）。 
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2. 耐震改修促進法 

耐震改修促進法は、旧建築基準法施行令で施工された既存建築物の構造特性を考慮した補正係数を加

えることで、新建築基準法施行令と同様の耐震指標により評価できるようにしたものであり、その耐震

診断の結果 NG となるものは、大規模地震（震度 6 強～7 程度）で建物が倒壊しないように耐震改修を

実施する必要がある。 

地震力 旧 建築基準法施行令での建物 
耐震改修促進法に基づく耐震診断を実施 

新 建築基準法施行令での建物 

大規模地震 

(震度 6強～7程度) 

保有水平耐力計算 
各階の必要保有水平耐力Qun 
(新建築基準施行令の二次設計と同一式) 
Qun=Ds・Fes・Qud 

=Ds・Fes・n・Z・Rt・Ai・Co・Wi 
Ds：構造特性係数(減衰性及び靭性を考慮し

た数値) 
Fes：各階の形状特性係数を表す係数(各階の

剛性率及び偏心率に応じた数値) 
Qud=n・Z・Rt・Ai・Co・Wi 

n：1.0として計算 
Z：地震地域係数=1.0 
Rt：振動特性係数=0.7～1.0 
Ai：地震層せん断力係数 
Co：1.0として計算 
Wi：当該部分が支える荷重 
 

耐震性能評価 
GIs=Qu/(I・α・Qun)≧1.0 

GIs：構造耐震指標 
Qu：保有水平耐力 
I：重要度係数(官庁施設の場合 1.25、S クラ
ス相当 1.5) 

α：必要保有水平耐力の補正係数 
α=αd・αm/U 
αd：靭性能補正係数(構造規定満足：1.0、
構造規定満足しない：1.5) 

αm：モデル化による補正係数 
Ｕ=min(T、Q) 

U：劣化係数 
T：経年係数 
Q：品質係数 

新建築基準法施行令に適合している
ため、耐震改修促進法に基づく耐震
診断は必要なし。 
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3. メンテナンス建物の主なNG箇所 

3.1 ブレース材 

東西面の地上鉄骨の最下層、最上層のブレース材の降伏。 

南北面の地上鉄骨の各層ブレース材の降伏。 

 

3.2 柱材 

南北面の柱最下部の降伏、ひび割れ損傷 

 

以上 
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｢常陽｣ メンテナンス建物の建設時の設工認に対する 

一部改修（地上階鉄骨造部分の外部補強）工事の影響について 

 

 

本資料は、耐震改修促進法に従い実施する計画である「メンテナンス建物の一部改修（地上階鉄骨

造部分の外部補強）工事」が、建設時の設計及び工事の方法の認可申請書（以下「設工認」という。）

に基づき建築された当該建物に対して、どのような影響があるかについてまとめたものである。 

 

1. メンテナンス建物の建設時の設工認申請書について 

  申請日：1973/3/23 

申請番号：47動燃(高速)157 

件名：メンテナンス建物 

区分：その他原子炉の付属施設 

認可日：1973/4/10 

認可番号：48原第 2900号 

申請内容：（詳細は添付参照） 

本文 １．メンテナンス建物の概要 

   ２．メンテナンス建物の設計 

   ３．メンテナンス建物の工事の方法 

   ４．メンテナンス建物の試験検査 

添付書類(1) メンテナンス建物の強度計算書 

添付書類(2) メンテナンス建物の遮蔽計算書 

 

2. 耐震改修促進法に従い実施するメンテナンス建物の改修工事の影響について 

今回実施する「メンテナンス建物の一部改修工事」は、建物地上階の外側（屋外）に補強部

材を追加設置するものであり、その工法は、建物外側に補強基礎を増し打ちし、建物を覆うよ

うに鉄骨にて櫓を組み、耐震補強部材として供するものである。したがって、既存の建物に新

たな荷重が加わることは無く、悪影響を及ぼすことは考えられない。 

また、既存建物の配置、基本構造、主要材質に変更は無く、遮蔽性能への影響も考えられな

い。 

耐震性能については、今回実施する補強分を考慮すれば向上することは明らかである。 

したがって、建設時の設工認（に基づき建築された建物）に対して、今回の工事が非安全側

の影響を与えることは無い。 

なお、耐震性能の向上については、適合性確認の許可を受けた後、それに基づくバックフィ

ットの設工認にて申請することが適切であると認識している。 

 

以 上 

別紙２ 
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51 

高速実験炉

設計及び工事の方法の認可申請書

本文及び添付書類

間和 48年 3月

動力炉・核燃料開発事業団

[10]



4 7動燃(高速 )157

昭和 48年 8月23日

科学技術庁長官

前田佳都男殿

動力炉・核燃料開発事業団

理事長清成 迫

原子炉施設(高速実験炉)の設計及び

工事の方法の認可申誇Kついて

原子炉格設陀関する設計及び士事の方法陀ついて認可千受けたいので核原料物質，核燃料物質

19.び原子炉の頬昔日陀関する法律第 27条第 1項の規定陀基づき下記K工り認可申請いたしますの

記

1. 名称及び住所並び陀代表者の氏名

名 称 動力炉・核燃料開発事業団

住 所 東京都港区赤坂 1丁目 9番地 13号

代表者の氏名 理事長清成 iI1! 

2. 原子炉手設置する事業所の名称及び所在地

名 称 動力炉・核燃料開発事業団大洗工学センタ一

所 在 地 茨城県東茨城郡大洗町成田町 40 0 2番地

3 原子炉祢設K関寸る設計及び了事の方法

(1) 区 ?J- 「その他原子炉の付属施設」

(2) 設計及び工事の方法 則|添のとj;，>!J 

4. 分割申誇の理由

高速実験炉の原子炉施設としては原子炉本体，核燃料物質の取扱h及び貯蔵持設，原子炉冷

却系統排設，計調Ij告11御系統施設，放射性廃棄物の廃棄施設，原子炉格納施設，その他原子炉の

付属締設があるが，その他原子炉の付属格設のうち諸建物(メ Y テナYA建物)陀ついては工

程上，先陀業主し在ければ在ら在いので分書I!して申請します。

以上
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日 次

その的原子炉の付属持設の行ち諸建物 ー」 ーー . ----一 一 l 

L その他原平炉の付属持設のうち諸建物の目的 一ー一一ーー ー一一 ←一 1

2 そのイ申原子炉の付属施設のうち言者種物の構成をらびに今回申誇節回一一日 ー l 

E メンテナンス建物

1. メンテナンス葬物の撚要

1. 1 メンテナンス欝物の目的 一一一一 一一 一一 一一一

1. 2 メンテナンス葬物の申請範囲一一 一一 一ー ーー ←一一一-

1. 3 メンテナンス禁物の和要 一一 一一 一一
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o

b

o

h

M

2 メY テナ"'-'<建物の設計 ー ーー 一 一一←一一 生

2. 1 準拠寸ベき法令，規準金よび規格 一 { 【ー ~一一ー一 一 一 4 

2.2 設 計ー 一一ー ーーー 一一一←一一一 一】ー 5 

2.2.1 

2.2.2 

2.2.3 

各部詳細

設計の条件

建物設計図

k

d

A

υ

O

G

 -
-

2.2.4 空調換気設備系統図一一 ー ー 20 

2. 3 各部の材料品、よび許容応力一一一←一一一 一一一 一一一 21 

2. 4 設計計算の結果 ーー ー一一一ー 一一一一ー 一一一ー ー 21 

3. メy テナンス建物の工事の方法一一←ー ー 一 一一一 一 27 

3. 1 準拠すべき法令，娯準卦よび規格 一 一一一ー 一ーー ー---- 27 

3.2 工事の方法 一一一一一ー 一一一一ーー一一 一一一一ー 一一一 27

3.2.1 

3.2.2 

3.2.3 

3.2.4 

3.2.5 

基礎〈い打工事 一一一ー 一一一 一ー←

鉄筋コ y タ 1)ート工事 ー 一一一一一 一一一一 一一ーー 一一一一ー

鉄骨工事~ー一 ー ーー 一 一ー

空調換気設備 一一一一一一一 一一一 一一 一一一一

天井走行タレ ンーー一 一 ーー 一一一一一一 一ーーーー ←一
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0

0
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0
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0
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4. メyテナ:Y.;<建物の試験検査 一一 一一 ←一 31 

4.1 準拠寸ベき法令，規準骨工び規格 ー一一一一【 一 一一ー一一一←一一一ーー一 一 31 

4 2 試験検査一 ー ーー一一一一一ー一ー一ーーーーー~ 一 一 31 

4.2.1 基礎〈い打工事 … ーー一一一ーーーーー 31 

4.2.2 鉄筋コ y クリート士事 一 一一一一一←一一一一一一一 31 

4.2.3 鉄骨士事

4.2. 4 ~ ~囲換気設備

ーーー一一一一一一一一一一一一一一ー - 3 1 

32 

4.2.5 天井走行クレーンー 日一 一 33

- ii-
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その他原子炉の付属施設のうち諸建物

1 その他原子炉の付属持設のうち誇建物の目的

原子炉本体その他諸機器が十分安全陀収称され，又安全K運転出来る工うに諸建物の設

言十台工び工事す行在号。

2 その俄原平炉の付属施設のうち諸建物の構fj¥f在らび陀今回申請範囲

その伶原平炉の付属姥設のうち諸難物は次の各建物陀よ b構防雪わるn

(1) 原平炉建物 (評可済，裂前零号 45原第 4961吾)

(2) 原平炉付属建物

(3) 廃棄物処搾建物

(諒司済，語。可番号 45原第 4961吾)

(認可済，言害可巷吾 46原第 4140吾)

(4) 主冷却機建物 (認可済，評可番号 47原第40 1 9号)

(5) メ y テナ Y ス建物 (主主申誇害:陀 tり申請)

今E司申諾する範囲は(5)の部介であり (1)• (2) • (3) • (4)陀ついては評可済であるη

-1ー
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H ;f.::;テナ Yス建物

1.. ;f.::;テナ Yス建物の統妥

1.1 ;f.yテナ Yス建物の目的

;f.::;テナ yス設備は高速実験炉原子炉施設繕成機器および自己管・弁績の補修を行な

うために必要な設備を有しており， ;f. ::;テナ Yス建物内に納められるのメ Yテナンス

建物と原子炉建物とは;f.::;テナ Y ス台車によって，主冷却機建物とは舗装道路によっ

て結ばれ， ;f. ::;テナ Y ス建物内に搬入される繕成機器は天井走行クレーンにて取扱わ

れる。

メ y テナ Yス主主物内ではナトリヲム付着j磁器および放射能汚染機器Iニ対しては，ナ

ト3クム洗浄処理室で百tl争稽を尉いてナト 9'7ムの処理を行なった後にj ンテナン

ス(補修，解体，検主主および組立)を行なう。また;f.::;テナ y ス娃物内の雰囲気の空

説設気を行なうため，空調侠気設備を設ける。

1. 2 ;f.::;テナジス緯物の申請範閤(注1) 

建築本工 事 床面積 616.83m" 

延面積 1，40 6.88 m: 

怨築付帯設備 ;f.yテナジス主主物空調換気設備 1式 (注2) 

排 気 筒 1基

付帯主最送設備 天井走行クレ-y 1基

(注 1) 今自申請するメ Yテナ Yス建物にはメ ンテナンス設備として下記のものが設

置され，日目途申請を行なう η

ナトリクム洗浄設備 l式

j ユノテナジス設備換気設備 1式

出体廃棄物一時貯蔵庫 1式

(注 2) ;f.::;テナジス娃物空調換気設備は建物への給気，および;f.yテナ yス室，地

階排風機室，電気ヨE.)操作室，管理スペース，送風機室，の空調または換気

を行なうものである。これ以外の機器室の換気は;f.'/テナYス設備換気設備で処

理する。

1. 3 ;f.::;テナ Yス建物の概要

(1) 建築本工事(建物)

構 造

階 数

建物の大きさ

地下;鉄筋コジクリート造

地上，鉄骨造

地下2~皆(ただし一部 l 階)

地上l階(ただし一部日階)

地下およひ池上l階部分

縦方向約 17mX横方向約 31m

軒高さ約 20m

-2-
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主要材料

121 建築付帯設備

地上3階部分

縦方向約 7m X様方向約3m

軒高さ約11m

柱，はり;地下 鉄筋コ Y クリート打放し仕上

地上 鉄骨ペイジト塗仕よ

屋 根;気泡コ Y クリート板の上アスファノレト露出防水

外 壁;地下鉄筋コンクリート打放し仕上

地上気泡コ Y ク3ート放ベンキ仕上

床 ;鉄筋コ YクYー卜の上，一部エポキ ν樹脂塗装

1) _) yテナジス怨物空調主主気設備

_)yテナ Yス建物空調玉虫気設偏は_)yテナ yス室，地階俳風機室，篭気室，管

理室，操作室，送風i滋宣言等の空調決気を行なうものである。メンテナ Yス室は通

常時，放射性物質による汚染は考えられないが独立した給排気設備を持ち排気は

高性能フィルタ を通して排気筒から大気へ放出する。

地階俳風機室は_)yテナ Yス室，給気設備から給気を受け独立の排気設備によ

り高性指フイ Jレタ を通して排気筒より排気を行なうの

電気室，管理室，~長作室，送風機室等は独立の給排気設備により空調決気を行

なう。これらのうち空説の行なわれる部屋は操作室，電気室，管理室のみである。

主要目 送風機 8台

11 )排 気 筒

iii) そ の 他

(3) 付帯磁送設備

排風機 5台

主主気フィ Jレターユニット 2台

給気フィ 3νター Z基

排気ブィ Jレターユニット 生台

パッケ ジ型空説器 l台

ダクト 1式

鋪 製 地上25m l基

給排水衛生設i菌，電灯v，i:i明，幼力，コ Yセント設備，火災

報知機設備，通信設悩，避雷針設備

6 0 tおよび10 t吊天井走行クレーン l基

一日ー
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2 メンテナンス建物の設計

2. 1 準拠すべき佐令，規準長主び規格

(1) I核原料物質・核燃料物質‘及び原子炉の親告11陀関する法律J

(2) 昭和 40年 6月 15日通商産業省令第 61号

lii:'和 43年 6月28日改正 i事務産業省令第 73号

昭和 47年 l月26日改正 通商産業省令第6号

「電気持備陀関する技術碁準?定める省令」

(3) 日本工業規格(J 1 S ) 

(4) 日本電気頬格調査会標準鴇柊(JEC ) 

(5) 日本電機士業会標準規格(JEM ) 

(6) Ilf.和22年 10月31日 労働省令第 9号

昭和 47年 9月 30日改正 労働省令第 32号

「労働安全衛生士完則」

(7) 昭和 25年 5月 24日 法律第 2.01号

日開口 45年 6月 1日改正 法律第 10 9号

「建築募準法」

(8) 昭和 25年 11月 16日 建設省令第 40号

昭和 45年 6月 1日改正 樫設省令第 27号

「棒築基主準法施行規則」

(9) 日本県築学会，融筋コンクリート構造計算先日l準・問解説J

M 白衣主主築学会，n網構造設計先見調

仰 日本建築学会.f1移築基礎構造設計士見準ー同解説」

伺 日本建築学会.í~主築工事標準仕様書 (JASS)J

ω 昭和 46年 9月 27日
[機械設備士事共通仕様書j(建設大臣官房官庁営繕部緑)

ω 昭和 37年 11月1日 労働省令第 16号

「クレー y号車安全土見員IJJ

伺際和 37年 11月 1日 労働省令第 53号

「クレー y 構造規格」

-4-
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2.2 設計

2. 2. 1 各部詳細

(1) 建築本主事

本建物性地下・鉄筋コンクリート造 2階主主(一部 l階建) ，地上・鉄骨造平家

雰(一部 S階建)で取扱う機器類が耐震上十分安全であるよう耐震設計Bクラ 1

の律物房設計する。

宮た，設計条件全よび構造計算書は添付書類陀よるη

i )基礎

本葬物の茅礎は地下 2階杯分陀長いては地盤面下 16.1m の穣混じりの硬質

砂層の上Uて設ける総整礎式鉄僚コ Y ク 1)ート構j骨休である。守た，妙下 l階会

主び平家主F都介陀長いては独立碁被とし，コ Y !71) ト〈いす地下2階部分募

礎面迄打込んで， 7持地盤面すそろえる。幸た，不伊i'.t下陀そ在えるため頑強

在E主体世主び地中梁手持けて地下 2階俸に連絡すZ。

窃:質砂層地樗の許容す持力子下記の通りとする。

長期許容す持力 35 t/，ば

短期許容支持力 70 t/m' 

上記支持力はポー 1) Y グの資料在ムUItC隣接建物静主時陀実持した平板穀荷

試験の資料Uてより十介安全在値である。

ii )地下 2階 (第2図〕

ポY プ洗浄室

1次系， 2 tx系主循務ポ Y プ隼の大型機器をらび陀小物被洗浄物等陀付落

したナトリウム千除去するための室で内面エポキシ塗装仕上とする。

志レベル機器洗浄室

制御棒上部案内管，指Ij縦揺ド部案内官等の臓器に附着した放射性ナトリク

ムを除去するための室で厚さ 1.6皿のコシクリート壁でしゃへいし，内面ヱ

ボキレ塗装仕上とする。

廃棄物貯蔵庫

再使用不可能と在った放射能子有する榔器手洗浄後，一時貯蔵して告ぐた

めの室であるの

廃液タ Y タ室

放射件ナトリウム陀主る汚染持器?洗浄する際発生する洗浄排被宇一時貯

蔵する f1.Y !72台(低レベル，高レベノレ)等菅設置し，床面昔ヱポキ V主主装

-5ー
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仕上とする。

iii )地下 1階 (第3図)

洗浄設備室

洗浄剤!としてはアルコール，蒸気， 7kの供給?行在うが蒸気関係の謝湿器

および加熱器が設註され， l'た，各洗浄稽より放出ぎわる排ガス関係の

コンデ Y サ一軒よびヌクラパー讐が設置されるη

排風機室

l 階床下す負圧に維持するための排風~J .排気フィノレターユニット，排気

系タクト等手設置するの

iv) 1 階 (潟生歯)

メン干ナ Y;.:室

メYテナ y;<室K搬入された機器手取扱う室で天井Uては 60t:b>よび 10 t 

吊走行クレーン 1基子設け，床面子エポキ V 塗装什:上とする。

管理関係室

メY テナンス室晶、よび 1階床下各室の出入り T管理するためのチェックポ

イントとして使用し，メンテナンス中は放射線管理要員が常駐する。

電気室

諾操作機器内電源?収納寸るの

v) 2 階(第5図)

操作室

機器洗浄言予備陀関するプロセスの計測肯11御?行在うための室で機器洗浄操

作整骨よび補助盤舎が診置き計る。

vil 3 階

送風機室

1階床上?換気空調するための送風機等?設置する。

(2) 建築付帯設備

i )空調換気設僑

2.2.4系統歯に示す通り次の 8系統に介けられ，耐震Cクラスで設計するの

が) 各系統の詳細

a) 排風機室系

地下排風機窒~換気するための設備であ þ ，次の諸機器よ b構成きれる。

-6ー
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排 風 機 2台(うち 1台予備)

風量;て200m'/h 

静圧;12 0醐 Aq

電 動 機;400vx3φx5.5KWx 50HZ 

検気フィル Fーユニット 2台

型 式;思形床置式 2段 29'ln型

プレフィルター;寸法 610X610X50 4ク

(効 率) AFI露骨法で 85%

(交換条件) フィルター前後の差圧が 12珊 Aq前後で交換するσ

7プソ 11ュートフィルター:寸法 610X610X293 47 

(効 率) D.O.P.テスト 0.3μ で 99.97場(籾期値)

(安換条件) フィルター前後の義圧が 50皿 Aq前後で安換する。

!J' タ ト 1式

b) メY テナ Y;<室系

地上 l階メンテナ Y;<室の換気?行在うための設備であり ，txの諸機器

より構成される。

送 風 機 2台(号ち 1台予備)

風 量;28，000m'/h 

静 圧; 55醐 Aq

電 意? 機;400vx3ctX11KWX50HZ 

給気フィルター 1基

型 式:自動巻取翠』

処 理 風 量; 30，000ηfゾh

電 動 機;40 OVx3ctxO.2KWX5 OHZ 

ろ 過 効 率 ;85%(AFI霊童号法)

排気フィルターユニット 4台

君主j 式;竪形床置式 2段 25'1J恐

プレフィノレ !J- ;寸法 610X610x50 8ク

(動 率) AF 1重量法で 85%

(交換条件) フィルタ 前後の差圧が 15醐 Aq前後で安換する。

7プソ '1ュートフィル:P-- ;寸法 610x610x293 8ケ

(効 率) D.O.P.テスト 0.3μ で 99.97%(初期値)
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(交換条件) フィルター前後の差圧が 5G醜 Aq前後で交換する。

#ド 風 機 2台(うち 1台予備)

風 景 2 14，100m'/h 

静 圧; 140瑚 Aq

電 動 オ持 : 40 Ovx 3ゆX11KWx50HZ

ダ 31 ト 1式

c ) 管 理 室 系

管理窒，管理スペ-;0<.，電気室，操作室，物品庫，送風機室を空調換気

するためのま予備であり，次の諸機器よ b構威きれる。

わ)

パックージ型空調器 l台

型J 式:水冷ヒ トポンプ式

冷 F芳 能 力;1旦500陀'01/hr 

暖 房 官E 力;14，40 OKcat/ hr 

送 風 量 ;2，840"ι/h

静 圧;15醐 Aq(機外)

電 動 機;3.7附， 0.4 KW 400vx3φx50HZ 

送 風 機 1台

風 雪;4，190ηι/h 

静 圧;44醐 Aq

電 蜜1 機; 400vx3<tx2.2KWx 50HZ 

給気フィル Fー 1碁

~Y 

処

電
ろ
排

風

静

電

?1: 

式:自動巻取型

理 風 量;5，000νh 

動機;40 0 V x 3 <t x 0.2 F凱rx 50HZ 
過効率 ;85%(A~'I 重量法)
風機 1台

量:邑800"ち/h

圧;24瑚 Aq

動 機:400vx3<tXO.7 5KWx 50HZ 

ク ト 1式

各部 の材料

主要機器の主要材料は次の通り，古?とはとれと同等品以上と十る。

-8-

[21]



a) 送 排 風 機

ケー シ';/ グ;S S 4 1 

制j : S 3 5C 

羽 根 車:S S 4 1 

b) 給気フィルター

?者皇 材:グラスウール

同 上 用 枠:SiH-l:本梓

ケ 0/ y グ:SS 4 1 

向上用補強:S S 4 1 

c )排気フィノレターユニット

プレフィルター鵜材:グラスウール 50脚厚

向 上 用 枠:問内

7ブソ 1)ュートフィルFー滅材;グラスウール

向上用セパレータ:アルミ

同 上 用 枠3SS 41平林
d) タ. !/ ト

銅 板:SPG 

神 強:S S 41 

e)空 調 器

ケ γ シグ:SP-CC 

フ イ ;/ : A-10 50 P 

チ ~ プ :DCUTIS-0L

フ でT ;/ 軸:S-4 5C 

羽 根 車:SS-41，SP一CC

ii )誹 気 筒

磁器1Mの排気、送1面l機室系およひ.J.yテナ Yス室系の排気はフィ Jレターユニ

ットを経由して排気l奇から大気へ拡散放出される。また、機器側の排気系統を

保持するため耐麗Bクラスで訟計する。

構 造 ， 書記 製 SS 4 1 

-9-
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高 さ;地上 25m

直 径;内径l.m

仕 上，フタ Jレ厳樹脂ペイ Y ト

131 付帯搬送設備(天井走行クレージ)

6 0 tおよび 10 t吊走行ク V-y 1基

レー Jレスバ y;14m

走行距離 ;23.2 m 

場経;14m 

操 作，逮恥席

2.2.2 設計の条件

111 jtj亙の組合せ凶

と人0)組合せにより不利な応力について設計する n

(長先) け+P

G十 P+C

(短期)

ρU +
 
2

カ

/

応

8

W

K

W

る

l寸

l

T

+

十

よ

P

F

P

P

に

十
+
+
+
室

。G
G

G

荷定自G
 p;指載荷重による応力

C;クレ -y荷重による応力

s ;積雪荷重による応力
w 風圧力による応力
K;地主主力による応力

同 主主築基準法施行令第 82条による。

(2) 耐主主設計条件

縫製本工事(往物)およひ排気簡はBクラスとし、弘之周忌度は下記の条件に従

コ。

起き語蓋準法馳行令1irl88条に定められた水平'長良

第 2誕地盤上の鉄筋コ νクヲート主主に対する水平康度低減値、

建設省告示 10 7 4号による。

空謝野、気設備およひ天井走行クレーンはCクラスとする。

静的長度

( j壬1) 

(注 2) 

(注 1) (注 2) 
1.5XCo X 0.9 
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131 遮蔽設計条件

i )管理区域内の設計線長率金主ぴ設計目標値

A 区 域 職員が常時自由K立入でき作業 2mrem/hr以下

が行在える場所

B 区 域 常時作業ナる場所ではをいが時 8m re m/hr以下

閉す告1[限して定期的に立入ると

とのある場所

C 区 域 事故，故障骨よぴ修理以外U亡は 32mrem/hr以下

立入ら在い場所

D 区 域 立入ら在いと考えられる場所 32mrem/hr以上

設計陀卦いては，許容f直の 1/10の線費率にするとと千百標とする。

ii )領域区分

場 所 状 態 基 準

メンテナ:/;;<室
ナトリウム洗浄時金よぴ誘導放射化

B 
機器取扱時

洗浄設備室 誘導放射化機器取扱時 B 

廃液タク室 誘導放射化機器取扱時 B (CJ(注1)

#~ 

洗

風 機

浄

室 誘導放射化機器取扱時 B 

室 ナトリウム洗浄時 D 

(注1) 廃液タンク内陀 1次冷却材Na洗浄廃液が貯蔵吉れている時，廃

液タンク表面付近でC区域と在る。

141 換気条件

送風機，排風機の換気容量は換気回数が各室8回/h館以上と在るよう陀決め

る。空調系の新鮮外気は循環風景の 15-30%とする。

館 空気調和・衛生工学便覧(昭和 42年版 I巻 901買)による。

管理室，電気室，操作室等陀ついては労働安全衛生士見則(昭和22年 10月

3 1日，昭和 47年 9月30日改正 労働省令第32号)にしたがう。
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2.23建物設計図
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2.3 各部の材料骨よび許容応力度

鋼 材 SS41 F=24t/cd (注1)

異 形 丸 鋼 SD35 

コンクリート Fc = 2 1 0 K9 / cnl 

高カボルト F 1 0 T (注 1) 

地盤の許谷支持力 3 5 t/tri' (長期)

くいの許容支持力 PCくい 350世 50 t/本 (長矧)

コ Y クリートおよひ鋼材の許~応力度(注 2 ) 

(噌'/c雨)

長 期 短 其日
材 料 種 5511 

圧 縮 事| 張 せん断 圧 縮 ヲ! 張 せん断

コ Y タ J)ート Fc=宅10 70 τ。 140 105 

鉄 筋 SD35 222，O 00 (2.000) 
2z2o 00 
(Z:oool 2，000 3，500 旦500 旦000

高ガボノレト F10T 3.l_(lll_l_ 1.500 i 4.650 2250 1 

( )内D29以上
鉄筋のコ Yクリートi二対する許谷付着応力度 〔注 21 

CK9/C1nl 

長 期 短 期
ョ y クリ ト 鉄 筋

上 端 筋 その他の鉄筋 上 端 筋 その他の鉄筋

Fc=2 ]. 0 SD35 1 4.0 2 1. 0 2 1. 0 3 1. 5 

(注11 編構造設計規準5主主による

(注 21 鉄筋コジク 3ート構造計長規準・向島:説6条による。

銅構造設計規準 5章による

2.4 設計計算の結果

(1) 態物の設計計算の結果

各部材陀ついて代表的在ものの強度計算は添付書類(1)の滑りであり，その結果は下

言己の3南りであ息。
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i )地上鉄骨造

屋 根

大ば b

最大曲げ(Mt・m)
モーメ y ト

33.78住期)

制i カ(Nt ) 3.98 

設計断面(醐)
干そ

606・3)1・12.20

σぢ/rfc+wh/ fb 0.81<1.0 

柱
クレーン梁

上 割E 下 f出Z

20.82 (長期) 293.20 (短説日)(8253(長期)

11.47 16.77 4.4 

有一 2Hー H-

500・200・10・16 500・200'10・16 800.300'14・26

017< 1.0 082<1.0 0984< 1.0 

σe 平均圧縮抗力度

eσb 圧線側曲げ応力度

fc 許容庄縮応力度

fb 許容曲げ応力度

一回一

排気筒

36 (短妙)

闘製
中1000X10

0.02< 1.0 

[35]



ii )地下 鉄筋コンクリート造

大ば D

最モー大メ曲ンげト(Mt 'm) 

最 大力r、t 
せん断 Q') 

設 計 断 面

bXD 

主筋所要(at) 

鉄 筋(申)

(n) 

主筋設計
(at) 

鉄 筋
(ψ) 

あ ば ら 筋

許容 QAt
せん断力(QA' ) 

鉄 筋 図

l階床(lBc 3 ) Bl階床(B 1 Bc 3 ) 

端 部 中 央 端 部 中 央

1332 76.6 190.3 79.4 

(知期) (長期 (主誠~) (短期)

54.1 (長期) 66.8 (短期)

50XI50 50X150 

29 

34 

7-D25 

35.49 

56 

D13@100 

63.5 

000000 0 

o 0 0 0 0 

2'15 43.5 

25 

7-D25 9-D25 

3 5.4 9 4 5. 6 3 

72 

D13 @問。 D 13 @100 

95 

o 0 0 0 0000000 

。 。

000000 0 00  0 0 0 

b ;はり巾 (cm ) 

D;はり丈 (cm ) 

1 7. 9 

7-D25 

35. 49 

D 13御∞

o 0 0 0 

0000000 

a t ;引張鉄筋の断面積 (cnl ) 

rp;引張鉄筋の関長の総和 (cm ) 

23← 

地中梁(FBc3)

端 部 中 央

211.6 111.3 

(予期) (喜朗

136 (長期)

150X250 

7 3.5 24 

45.3 

20-D25 30-D25 

10 1. 4 1 52.1 

160 

4-DI6@100 4-D16@20( 

228 

20J事

0000000000 。α=泊oco
ocococ日=

10本

==α0=0  江口=0

20本
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柱

1階根古事(1 Cc 3 ) B 1階 (BICC3) B 2階(DzCC3) 

スパy方向 けた行方向 スパ y方向 けた行方向 スパン方向 けた行方向

最大曲げ(Mドt.m 山) 293.17 3618 15&7 
モーメント (短期 (主誠司 (短期)

最
大(Nt) 16.77 

円 へ
393.6 

( 

21τ3 

軸 カ 阪妙) 耐
仮説m 耐

(短期) 耐

最大 Qt
力

32.8 
カ 力

19.0 3 &9 
せん断力( Q' ) (短期) 竜華 {短期 E苦 (錦司 摩

K に U亡

設 計 断 面
100X200 負 100 X200 負 100X200 負

bXD 
手E 相 担
) ) ) 

主筋所要(a t ) 54 40 40 

鉄 筋(1<' ) 3.9 6.2 6.2 

( n ) 12-025 8-n25 10-D25 8-り25 10-D25 8-D25 
主筋設計

( a t ) 60.84 40..5 50.7 40.5 50.7 40.5 
鉄 筋

( cp ) 96 64 80 64 80 64 

あ ば ら 筋 D10 @100 D10 @100 DIO @)100 

許 n七oj:
178 J 7 8 178 せ -̂I断力(QAt)

000000000000  0000000000  0000000000  。 。 。 。 。 。。 。 。 。 。 。。 。 。 。 。 。
鉄 筋 図 。 。 。 。 。 。。 。 。 。 。 。。 。 。 。 。 。

000000000000  0000000000  0000000000  
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基 礎 版

一般の部介(FS2) 特t亡スバ y の犬きい部介(FS 3) 

両 方 向 共 短 辺 方 向 長 辺 方 向

鵡 部 中 央 端 部 中 央 端 部 中 央

最大曲げ (Mt・m山)
モーメ Y ト

1 0.3 邑号 42.0 27.6 24.1 1 6. 2 

厚 さ (Dcm) 50 1 00 1 0 0 

使 用 鉄 筋 D 19 D16，DJ9 D 1 9 D 16 D16， D回 D) 6 

所要間隔(bctn) 2 4.3 30.7 1 2.5 1 3.2 l呈4 22.3 

設計間隔(11'明) 15 15 1 2 1 2 15 1 5 
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(2) 遮蔽計算の結果

計算の結果は次表K示すとお、 b設計目標線量率号満足している。

評 価 点 状 態 基 準 計 算 結 果

ポ Y プ洗浄室 Na 洗浄時 B 6 KgのNaが付着してhる機器のNa洗浄時

周囲 区 域 周囲評価点陀全ける続最率は 0.2mrem/hr

で設計目標値 L区分 B 0.8mrem/hr )を

満足している。

高νベル移器洗 時11御棒(CRD) B 誘導放射化した下部実内管子高レベル機器洗

浄室周囲 下部案肉管装荷 区 域 浄槽Vて装荷した状熊での周囲評価点陀晶、ける

時 終雪率は 0.65m re m/hrで設計目標値(区

分 BO.8mrem/hr) を満尽している。

高レベル機器洗 " B 上記の同一条件に :J:，'V>て洗浄室上部(メ Y テ

浄室上部 区 域 ナ YA寒床面 H亡骨ける鏡景率は鉛遮蔽体す
{注1) 

1 0 cm追加 するとと陀主 b0.75mrem 

/hr と左 b，診言十日標値(区分:B 0.8 

merm/hr )を満足するととができる。

廃棄物貯蔵庫周 " B 下部案内管 6本を廃棄物貯蔵庫陀装荷した侍

因企主び上昔話 区 域 の貯蔵庫周屈の線号率は最大 0.4mrem/hr 

と在 h，設計目標値(区介 B0.8mrem/hr) 

を満足している。

{注1) i自加すべき鉛遮蔽体 J0 cm相当の遮蔽体は今回申誇鏡箇外である。
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3. メンテナ;/.:<建物の士事の方法

3.1 準拠すべき法令，規準骨よび規格

(1 )核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規期1Vi::関する法律

(2) 昭和 40年 8月 15日通商産業省令第 61号

I昭和 43年 6月28日改正;i'ii!需産業省令第 73号

際和 47年 1月26日改正通静産業省令第 6号

「電気持傍K関する技術英準すAめif..省令」

(3) 日本土望書規格(J 1 S ) 

(4) 日本宮気規格言闘査会標準拐格(.fE C ) 

(5) 日京電機士事考会標準規格(JEM) 

(6) !IP和 22年 10月31日労働省令算9号

開芳日 47年 9月 30日改正 労併省令第 32号

「労働安全衛生期目IIJ

(7) 日本建築学会"鉄筋ヨンタリート構滑計算頬準・同解訟」

(8) 日本建築学会"前日構造設言味見準」

(め 日本建築学会，[移築基礎構浩持計歩準・向解説」

ω 日本建築学会，曜築工事標準社存著書 (JASS)J 

ωS~利 4 6年 9月27日

「ヤ械設備了事共通手1:持喪j(建設大臣官房官庁営繕部~)

似 際芳n3 7年 11丹1日労働省令第 16号

「クレーン年安全規則J

的 昭和 37年 11月1日労働省令第 53号

「クレー Y 構供規格」

3.2 工事の方法

3. 2. 1 基礎ぐ h打工事

(1 )使用〈い

使用くいはJIS-A 5310，遠心カ鉄筋コ γクリートくいJ(1970年制

定，昭和 45. 2. 1改正)の規格品とし， p Cくい 350φ 耐力 50t /本(長期)

とする。

121 打込み

削孔機でくい定着位置より浅く削孔したのち，くいを建込み，くい打機で所定

の耐力を得るまで打込む。

-27ー
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3.2.2 鉄筋ヨ Y ク 1]ート工事

(1) コンクリートの割合

コシクリートの調合は日本建築学会「建築工事標準仕様昔(JA88-5)Jに銅処し，

コシクリート設計基準強度

セ.}:Iト圧縮強度

水セj ジ卜比

スランプ，基礎床版，はり

柱，壁

とする。

(2)鉄筋

210h9/crA以上

35 0匂/CA以上

5 5 0/0以下

5-12c-m(振動rrのとき)
10-15cm(振動打のとき)

i )異形丸鋼は J1S-G31121鉄筋コンタワート用棒鋼J (1964年制定)

の規格品 (8D35)とす品。

ii )普通丸鋼は J1尽-G31121鉄筋コ Y タリート用棒鋼J(1964年制定)

の規格品(8 R 2 4 )とする。

(3) 型枠の都立て

せ者板はロ y タ 1]ート部材の位置，形状長よび寸法陀正し〈一致するように力日

士し.!l)J枠の献j;<目はセメントベーストまたはモル Fんが漏出し在いよう在構造

陀組立て宇行在号。

(4) 然筋力日工骨筋

鉄筋加士宮R筋は白木建築学会「鉄筋コ Y ク 1]ート構造計算甥滋，問解説J台工

び「建築工事標準作秘書(J A 8 S-5 ) J VC:準摂するつ

鉄筋は規格品を使用し鉄筋メーカーのミルシートに主 b材質苛確課するの

在志、重喜善左僧1所に使用する鉄筋陀ついては号l張試験す行在う。耳目枠の新立て，

会よび鉄筋商P筋の終了時vcmJ枠炉筋検査手行左h コンクリ ト守打設する。

3. 2. 3 鉄骨工事(排気筒を含む)

鉄骨工事は日本建築学会「建築工事標準仕様書(JA8S-6)Jに準拠する。

[1) 鉄骨材質確認

鉄骨はJ18-G31011一般構造用圧延鋼材J (1970年)の規格品

(8841)を使用し、材料メーカ より提出されるミ jレνートにより材質を確

認する。
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(が工場力n:r

設計原i陀よる各部工作医1手作成し，必要K応じ形板念、よu定親子作って切断，

曲げ，紺立，加工予するの

(3) 珂場建方

i )昔日材K曲 t.ねじれ等千発男した場合は建方に先立ち直ちにとれす修正するn

ii )主主方は高;t!ポ Jレトで締付け，仮締めの務，建入れを修正してから本締めするの

3.2.4 空静換気言予備

基本的IrCI才下記の顎宅iilrCて行左う。在長，主事路行陀際しては定められた頬準tて

そって持行する。パッケージ空気調和容・送風機等は実績ふるメ カーの標準品宇

使用す b~

(1 )機器類

原JlI!として機器類は了場Kて附属品す共通床路上K絹立て十介lrCzk平・垂直慶

長よぴ平行降雪す調整じたご，現地陀移入寸る。

i ) 現地主幹入二[事

安全にかつ阪拐するとと在〈据付場所昔で;1li併するため陀

(1) ワイヤの割け方K注意するη

(ロ) パラ:y;<手薄かめて吊上げるの

村 荷降し51込工具は重量に十介耐えるものを使用する。

ii )栂付芯出し工事

基礎上に本体附属機器守録付ける際，各機器の水平度，垂直度，平行度等を

確め，据付するものとする。

iiil養生金主ぴ本芯出し工事

所定の機器Kついて予め決められた位置にアンカーボルトす埋設し. 1 -3 

週間の養生期間千台〈。

養生期間后再び機器の水平.垂直平行度手確認寸るの

(2) タ・タト工事

原則として工場製作とし，知立のみを現場で行う本のとする。在金工事持行K

際しては定められた碁準Kそって施行する。

i )材料

B本土業規格(J 1 S )陀主る。
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ii )ナガキ

すべて士場でクガタ乙と争原員IJとし，現地合わせを取る部介はあらかじめ図

面検討陀て最小限V亡する。

iii)切断

切断機宣たは金切ハサミにて切断する。

iv)ハゼ折幻

v)組立

vi) フラ yジl&付

vii)現地搬入

viiu野積養生

ix)据 付 (吹出口・その他附属品の取付を含む)

x)保 温 グ号スウーノレ俣混材の上綿布巻す行在うの

ix)主主 装 オイルベイント(下塗・中塗・上塗各 1日)塗予行在号。

(3) 配管士事

甥員1)として珂場製作とし，工事持主陀厚手しては以下の方法陀そって持行するη

i )切断

計画関陀基づいた寸法に切断機によ b切断するの

ii )組立

計画関陀基づhた自己管経路にそって組立(配管)す行在う。

iii)保温

グラスウール保混筒の上，綿布巻予行在う。

iv)塗装

きび止ペイント，オイルベイ Y ト主主(下塗・中塗・上塗各 l回)子行をう。

3.2.5 天井走行グレー y

「クレー Y等安全規則jをよび「クレーン構造規格」陀より据付ける。

一回一

[43]



4. メンテナ Yス建物の試験検査

4.1 準拠すべき法令，規準金主び規格

(1) r核原料物質，核燃料物質金よび原子炉の規制花関する法律」

(2) 日本工業規格(J I S ) 

(3) 日本電気甥格諦査会標準規格(J EC ) 

(4) 日本電機工業会標準規格(JEM) 

(5) 日本葬祭学会「建築基礎構造設計規準・問解説」

(6) 目本建築学会「鉄筋コ Y ク 1)ート構造設計規準・問解説」

(7) 日本猿勢学会「寺内構造設計規準」

(8) 日本震築学会「聖霊祭工事標準仕様書 (JASS)J

(9) r機械設備工事共通行:様笥(察誇大臣官房官庁営繕部編)

川昭和37年 11 }1 1日 労働省令第 16号

「クレー y主主安全規則」

ω 昭和37年 11月 1B 労働省令第 53号

「クレ-y構造規格」

4.2 試験検査

4.2.1 基検〈い打こE事

ぐいの許容安持カを確認するため.<いの貫入量を測定するη

支持力の算定は建築学会建築基礎構造設計規準K工る。

4< 2. 2. 鉄筋コ Yクリート工事

111 鉄筋コ Y クリート用俸制引張試験はJ1 S -Z 2. 2生11金属材料引張試験方法J

( 1 968年制定)に準拠して行なう.

121 スラブ試験はJIS-AI101lスラシプ試験方法J(1950年制定)に準拠

して行なう。

131 コy クリート圧縮強度試験はJIS-AII081コY クリートの圧縮強度方法j

に準拠し，強度試験用テストピースは打設日時に同一調合に対して 1回採成し，

1週間強度試技， 4 i単閣強反試験を行なう。

(4) 現場面己筋および型枠検査

設計および工事方法の認可申請通りであることを維認する。

(51 その他日本建築学会「建築工事標準仕様書 (JASS-5)Jに準拠する。

4.2.3 鉄骨工事(排気筒含む)

鉄骨工事は日本建築工事様準仕様書(JASS-6)Jに準拠して行なう。

111 材料縫認

ミノレνートによる。
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(2) 工場検査

i )頭寸検査

工作図Uてよ TJ'll_寸E割，型j ，定拶の検査苦行者号。

ii )製品検査

主要部分の寸法の計調IJ晶、よび検査を行在号。

(3) 現場建方検査

i ) ポノレト仮締め後，摂入れ検査手行い，た卦オ1.曲 t ，ねじれ等す修正する。

ii )ポノレト本締め務，締め忘れ，ボルトの長き手線認し，抜き取りで締付け程度

千確認する。

4_2_4 空言問換気設備

(1) 工場試験

i )材料確認

J 1 S規格陀もとづいた素材メーカーの成分表，試験，検査表陀より代行す

る。

ii )外観寸法検査

主要在外形寸法苛測定し関係図面と照合する。

iii)性能試験

送風機性能試験はJIS~&330 (l 962)r送風機試験方法Hてよ b実施する。送

風機性能曲線図と照合し，規定の軸動力回転数K対して規定以上の風量，静圧

があれば合格とするの

IV)耐圧試験

排気処理フィ Jレターユニットは最高使用圧力の L2 5倍の気圧で試験し，最

大ひずみが 10雌以内であれば合俗とする。漏洩の検知は，石けん水によるか

又は圧力計の変化により規定値以下であれば合格とする。

(21 現地試峡

i )外観検査
目視陀よ b各器具等の仮損の有無?確認す ;;0

ii )絶縁抵抗測定

500 V メガー陀よ b絶縁抵抗を測定し 1MO以上であれば合格

iii )現地動作試験

空気言問和器の冷郡能力陀ついて空気出入口寝屋f，風量T測定し，期A'の能力

以上であれば合格とする。送排風機陀ついては各系の各室陀取付けらわた吹出
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口骨よび政込口の風速予測定主し，送風景子計算陀よって求め規定の送風雪以上

であわば合格とする。

iv) アイノレター据付試験

プレフィノレター， 7プソ 1)ュートフィルタ一千含むクーシ Y グに対して据付

後フィ Jレターガスケットとフレーム及びフレームとク-~:/グとの聞の漏洩の

在い ζとすm評し，合格する。

v)機能試験

現地製作雰付完了後，各系の各室に取付けられた吹出口および吸込口の風速

を測定し，送威主量を計算によって求め，規定以上の送風量であれば合格とする。

4.2.5 天井走行クレー y

5$'格荷重告主び 25'16増の試験荷重陀より主巻，楕巻の吊試験在らび陀移行，走

行，プレーキ金主びリミットスイッチの試験守行在い，本叉に記載された内容通り

である事を{俗説する。

一回一
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添 付 書 類

(1) メンテナシス建物の強度計算書

(2) メンテナンス建物の遮蔽計算書
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添付書類 (1)

メンテナンス建物の強度計算書

) 
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1.一般事項

1.1 建物概要

この建物は鉄骨平家建一宮s3 s皆建、地下鉄筋立 Y タ 11ート造2階建一部l階建で機器

および配管・弁類の補修を行なうために必要な設備を有する建物である。

建物各部の仕上げ概要は下記の通りである。

屋 根

外部仕上げ

内部仕上げ

気栴コンク I}ート板の上アスフアルト露出防水

地下、打放しコ y ク I}ート

地上、気泡コ y ク I}ート板ベンキ仕上げ

地下打放しコ y クI}ート

地上 気泡コ Y クI} - r板あらわし、一部ペンキ仕上げ

1. 2. 設計方針概事

(1) 準拠法規、規準

建築泰準法、同施行令

鉄筋コンクリート構造計算規準、問解説(昭和 46・5改訂版)日本葬築学会

鋼構造設計規準

建築基礎構造設計規準、同解説

ω 採用地震々度

11 

官

この建物は耐震Bクラスとして設計するため、設計地震々度は下記の条件に従っ

ている。

静的震度

侶1 架構計画

(注 1) 

(注 2) 

(注1) (注2) 
1. 5 x C 0 X 0.9 

建築基準法施行令第88条に定められた水平震度

第 Z種地盤上の鉄筋コンク I}ート告に対する水平震度低減倍、

建設省告示 1074号による。

地上鉄骨造の水平力は、桁行方向についてはプレースに負担し、スパン方向につい

てはラーメン材として扱う。また地下鉄筋コ y ク I}ート造の水平カは耐力壌について

は全せん断力を負担するように設計し、ラーメ y 部分については全体が無壁ラーメ y

として柱が介担するせん断力の 30 r.について設計する。
1.3 使用材料ならびに許容応力度

鋼 材 s s岳 i

l 

( ii 1 ) 
F=  2.4 t /mA 
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材

異形丸鋼

ヨY ク】}ート

高カボルト

地燥の許守空交活力

くいの許綜す持力

日D3 5 

Fc=210 ~/mN 

F 1 0 T (注 1) 

35t/m~( 長期) (i:'12) 

PC-く V) 3 500 5 0 t /本(長鯨)(l王2) 

(注1)鋼構滑設計頬i準 5章による p

( If 2 )弓 5の'if;乏による。

表 11 コY ク 1)ートおよび鋼材の許容応力度(fら/ぷ】(注 3) 

長 期 短 期

料 男11

圧 綿引 張 せん断 |圧 縮 ヲ1 張 せん断

ヨンクリート Fc=210 70 7.0 140 10.5 

鉄
2200 2200 

2000 3500 3500 3000 
(2000 ) (2000) 

|高圧ボルト lF 1 OT I 1500 4650 i 2250 

( )内D2 9以上

表1.2 鉄筋のコ Y ク 1)ートに対する許容付着応力度 (!is/mN)(注目)

長 期， 短 期
コy ク1)ート 種 筋

その他の鉄筋|上 端 筋 その他の鉄筋 上 端 筋

14.0 2 1. 0 2 1. 0 3 1. 5 

(注 3) 鉄筋コ y クリート構造計算規準・同解説6条による

鍋構造設計士見準 5章による

1.4 荷重および荷重の組令せ

(1) 固定荷重(D. L) 

室 名

屋 根

メンテナ"，-'<室

77.フアルト防水日戸露出

ALC板 ② 1 25 

小梁、プ νース

仕 上

2ー

;{，テ/m't.

使用荷重

3 0 11 
9 0 150 

3 0 

5 0 
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洗浄設備 室 コY クリート め 250

三汁排 風 機 室 吊物〔天井) 8 5 0 

廃液タ y タ室

階 段 室

ポンプ洗浄案 仕 上 5 0 

"'，_.，ク IIートが 1000 2.400 2 6 5 0 

吊物1(天井〕 2 0 0 
ノ

高 Vベル機器洗浄室 'f-エ吋力一 lL 4 0 

梁 その他 40 8 0 

管理 1 ベー 1 イ士 上 5 0 
、1

操 作 室 ヨンク 1Jート (']'¥120 2 9 0 

送 風 機 室 ギッキlL 1 5 400 

小梁、プレース 2 0 

天 井 2 5 

外壁 ALC板合125 9 0勾/勺 12 0 ";"，/m' 
鉄骨自重 3 0 If J 

侶l 地震震度

RF 32.8 
(0.2+0.05) X 1.5 X 0.9干 0.337

sv 3 4 
294 ( 0.2十0.04)X 1.5 xO.9宇 0.325
4 4F 4ト
25.0 (0.2+0.03) x1.5xO.9宇0.310
も

20.6 ( 0.2十0.02) x 1.5 x 0.9辛 0.29 7 3F 
も

3 
( 0.2十0.01)x 1.5x 1 7.3 0. ，\) ~O.2 ヰ 3

2F 3 

5 

138 0.3 xO.9 'o=0.2 7 1F 日|

B1 F 5 8 
く。 jえ

8 。 0.3 x 0.9 =0.2 '1 

B2 F 
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侶}風 荷 重

建築基準法施行令書室87条の規定による。

p=c.q(t/吋〕

風力係数Cの値

i廿与認ふ桐

i寸
C=O.8 

速度圧司の値

q=60ぼ

(4¥ 積雪荷重

:...".1 

l句

C=0.4 

q戸 60江 9=260→260.ゆv1Te

q3=60江7.4=250→25oR;(I'/'句f

<:12=60町工2=201→210瓦cr-/1Te

q，=60 V6.8=157→160ゆ/ぽ

最深積雪景 30師、単位重量 21((1'/cm・1Tec一般地方) (注 1)より 60 '¥!I'/m' 

(注 1) 建築基準法施行令第 86条ならびに建設省告示第 1074号の規定によ

る。

ーもー
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15¥ 積載荷重(L・L) 

A 

B 

C 

D 

A 

E 

(プ

送風機室 操作室

100()K./ni 40向Vni

3F 2F 

i 「「!乏_)_ I② 
② 1@40 九l I I rて λ400I 
告。。竺 Iに: 図 1:1>引い I400K>/ni 

ト一一-L主主Lー-」 一
① l-------;j;百了一一寸 i ドoバ

_;I~テナYス室 h局Eot)
図 図床集中山 l
管理スペース

300K>/m' 

1 F 

1 z 3 4 

B. F 

A 
2 4 B 

B 

400kg/ni 

C 

B， F 

5-
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メンテナンス室床集申荷量 10 tを等分布荷重に置換する。

(集中の時) P=j 0 t sy/sx=l.l 

M.， 

I 3.8' 

(土皇子ト布の時)

刊を，

0.058wX3852=2 

MXl =O.2P=2 ，'-m 
MX2 =0.14P=1.4 t. m 

MYl =O..llP=l.l ，司m

MY2 =0.0 6 7P=0.6 7 t. m 

Wを求める sy/sx = 1.1 

乱.!xl=0.058 WsX2 

MX2=0.022 " 

MY1=0052 " 

MY2=0.017 " 

0.86w=2 W 2.32 t/イ

0.022 wX 3.852 =1.4 0.32 5w=1.9 W~4.3 0 tメ4

0.052wX3.852 =1.1 0マ7w=1.1 W 143 tメd

0.0 17wx3.8 5=0.6 7 0.316w=0.O 7W 2.J 2 t/付

平均W=(2.32+4.30+1.43+2.12)ノ4=10.17/4=2.54t/ぽ

放にL.Lは スラプ用

荷重の集申度を考えて小ばり大ばり柱

地震

2 5 4 0 i令/rre

1 2 7 0 Iヤ/rre

3 2 0砂/m'

100% 

5 09'0 

1 2.5%と仮定する。

(梁自重はそのつど考慮する)

(日}特殊荷重

煙 突

クν-y荷重

地上1.2皿迄R. C 1.Zm-25m迄銅製

重 量 Z 40ゆ/m

天井ケレ/'6 0 t X 1 4m 

車申請総数

最大垣桁圧

車輪陶隔

自 重

-6  

4 il，¥i 片{日{iJ21悶

44 t /1輪

5.8 m 

6 3 2 t 
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積
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土

1

時

注

常

f

τむ
Y
L哨
i
r
i
b
」
i
f

--」一「
l

一

ι

叩

d
一

碍築基礎構造設計頬準・同解説 15条

{引床荷重表

機械荷重は床荷震に合U、ない

Kg/m' 

階 安 名 荷重 i 床 用 |小liり ;大ばり，柱

屋 主主 D. L 120(ff，1) 150 180 150 0 
L. L 50 I 50 30 

T. L 170 I 200 180 150 
3 F 送 風 機 室 D. L 380(注1)生00 400 400 

L. L 1.000 1000 800 600 

T. L 1.380 1.400 1200 1.000 
z F 操 作 室 D. L 380U主1)400 400 400 

L. L 400 400 呂00 200 

T. L 780 800 700 600 
1 F 管理ヌベ-A D. L 380(注1)400 400 400 

L. L 300 300 180 80 

T. L 680 700 580 480 
メY テナンス室 D. L 850 850 850 850 
⑦ . L 2.540 1.2 7 0 L2 70 日20

T. L 3.390 2.120 2.120 1170 
メY テナ :/A室 D. L 850 850 8~0 850 
!2i L L 400 400 30(1 200 

T L 1.250 L2 50 1.1 5 0 1.050 
メンテナ;./;<.室 D. L 2.650 2.650 2.6 6 0 2.6 5 0 

<ln L. L 400 400 400 400 

T. L 8050 3.050 2.950 2.850 

B， F 高レベル機器洗 D・L 80 80 80 80 
浄室 f鉄骨床) L・L 生00 400 400 生00

T・L 480 480 480 480 
般 床 D・L 850 850 850. 850 

L・L 400 400 300 200 

! 'r・L 1.2 5 0 1.250 1.150 LO 5 0 

-7ー
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階 室 名 荷重 床 用 小({り 大ばり，在 地 震

B2 F ポンプ洗浄室 D・L 2.65 0 2.650 2.650 2650 

L. L 400 生00 400 400 

T. L 3.050 3.050 2.950 2.850 

廃液タ y タ室 iD. L 850 850 850 850 

L. L 400 400 300 200 

T. L 1.250 1.250 11 50 U50  

(注 1) 床用は小lまり、プ V-.;<自重を含まない。

(注 1) 
(8) 荷重の組令せ

次の組告せにより不矛11な応力について設計する。

f長期) G+P 

(短期)

G 

P 

C 

日

W 

K 

G+P+C 

G+P+S 

G十 P+W

G+P+K 

G-トP十W/2+C

固定荷重による応力

積載荷重による応力

クレーン荷重による応力

積雪荷主主による応力

風圧力による応力

地震力による応力

〔注 1) 建築主主準法施行令第82条による。

8 
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2. 鉄骨部(地上)の設計

二こ1二こし」

手l王l干
;三二IJ二工二I[ 1 

伏図、軸組図

l三七
c
c
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同

2. 1 

h十ヱムpf-
ム-@--

1/300 小屋伏図
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④
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1/官002・4通軸組図1/300 
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ト
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川
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2通軸組図

⑮ 
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iZコ二E11三二11二口

zi:「

?竺j竺二九2ιごi-ト子。ぺ
1/300 A列軸組図

定

次の荷重条件について電算機により応力の解析をする。

算の重荷2. 2 

イ Y プ v トデーター

仮定断面

柱

下部

H~500 ・ 200 ・ 10 ・ 16

H-500・200・1"0・1"6

ι
e
T
z
i
!
t

骨

6 

7 

5 A 

今

よ音E
4 3 

H-500・200・10・16

由 i二1

1J 
H-606・201.12・20t士り

2 

一日ー

1 

16:.l' _ __ _~__j 
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芯および偏芯関係

250 

17.000 

16.500 

任}鉛直応力

W 

ハ

~.9Tr hst 1
4
1
1
l
e
 

t
 
O
R
U
 
。ο

ω 積 雪 時

W 

r、J、ず、rv可戸Vへv¥/、."'"'

正:込

w(等介布荷重)= 0.1 8 X 7.7 = 1. 3 9 t /m  

t'm P (柱軸カ)= O. 2 X 1 9 = 3. S t 
ち.91

M(曲げモーメ Y ト)=Q39×17/Zb〈054bim

w=  0.06 x 7.7=0.4 6 t /m 

M司，0.46 X 1 7 /2)X 0.5 = 1. 9 6 t '田

11ー
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(→) 時圧風(3) 

t/m 
W 1.0 

t/m 
W=0.2 6 x 0.5 x 7.7= 1.0 

P=0.25xO.8X7.7x3.4/2=2.62 

↓

↓

 

L小!}../r. i~ 品爪"，φ争時"
2.62→I 

3.03 6.0 5→ 

0.21x08x7.7x5.3/2=3.43 
2.58 5.1 6→ 

0.16 x 0‘8x7.7x3.5/2ニ1.7 3 

り12xり8x 7.7 x6.8/2=2.5 1 
2.12 4.2生→

2. 6 2 + 3.4 3 = 6.0 5 

3.4 3 + 1. 7 3 = 5.1 6 

1.73十2.51= 4.24 

(←) 時圧風他1

1.0 t /m 

刊H4門ヰ n干千子千円l'
→ 2.62 1.31→ 

→6.0 5 3.03-→ 

→ 5.16 

→ 4.24 

2.5 8→ 

E寺
主百

5を地(5) 

根:(り.15x7.7x8.5+U.12x77xL7l

×り34=3.87
(注1)

x 1.2生7xU.3 3 

屋

クνン弓ム

→ 387 

→ 10.52 

3.87→ 

10.52→ 

U.2x7.7 xり33ガーダー・

1 U.5 2 ベ :(U.12X7.7xI9/2)Xり.33

:lり2XI9/2)>ぐり 33

-12-
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〔沖 1) クレーンによる反カ(次式)

T
i
l
l
-在

ムクν-y h 

h(58m〕l
柱

(28-B 
^ー) = 1.247 

トー-s(7.7ml _，j 

( ¥ (6) クレー y 時 一今

(7¥ クV-:，..'時 ← 

67.4 

5.5 ¥|〉
一一一品 5 U.5 5 守二 27.0

20.22 

t
〕nυ

、J

門

t
φ
t
q
ρ

。ρ
n

G

f

f

 

t
4
t
 

7

v

b

 

n
o
w
b
 

一一一一

η
a
 
7
 
×
 
。ρ
H
V
 +
 

A凶
r
A
型X
 
)
 

、，，
P
O
Q

、‘J
d白
2

1
U
B
A明

注
+
注
×

，L
可

i

r弘
、

i

f

u

 

×

×

 

門

4

円
d

A叩
x

d

旬

。ρ
o

ρ

可

i

可

i

一一一一

V

H

 

1¥1=67.4 xり75 
t'm t'ffi 

=5り55 ( 2 U.2 2 ) 

い内反対恒l単軸圧 4070

V : 鉛直方向軸力

H ; 水平方向軸力

1¥1 : 曲l:fモーメント

(注 1) 鏑構造設計規準日章による衝撃力 20% 

(注 2) 鋼構造設計規準 3章による水平力 10% 

-13ー
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2. 3 応力舟算定

9 10 11 

7 J， 8 

5 + 6 

3 + 4 

1 ー'-2

①鉛直応力持

づ
mh
 → ← 

白67.94
3.98 ト

15.27 

。。
n
u
d
 
no 

A
M
F
'
f
 

on 
η
'
 
aυ 

15.72 

⑮風 圧 時 (Wl ) 

__e.7_.え叫生

左図 1-11の各節点応力を①-(干のクースにつ

いて算定しその結果を示す。

① 鉛直応力時 G+P 

<2' 積一 雪 時 s 

4、 風 圧 時 日r1 

l4e 風 圧 時 W， 
(宮、 地 震 時 K 

@ ク L〆 y 時 C 1 

t作ト ク レ ン 時 C 2 

o 積雪時

44<7 A凶
W
A
官

い
!

→ 一Q
U
 

A-J 
Oρ 。ρhnass' 

oρ QA
 -- -

A
U
U
 
4
 

0hM 
Oρ 1.32 

as 3.8 

⑨風圧蒔 (W2 ) 

左記の逆

35呂

9.06 7.44 

-14ー
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信} 地 震 時、 ⑥ クレーン時(C 1 ) 

， 1 Q A官
7.30 

2U.22 

← ""'-一一
14白日 ム|」E5

225.23 13.5 ;; 10287 

1.5 L'¥ 67生 27.0 

{守1 クレー y 時(C 2 ) 

2.53 2Ml 

5U.55 

33.0日

Q
U
 

O
0
 
8

0

 

A

'

b

d

山

3

1
1
1
1
7
 

氏

υ

。。AM
 

Oρ 4-

!
 
27.00 

(最大曲げ応力)

次の組令せより断面算定

用最大曲げ応力を求める。

q
υ
d古
一

一位一日

ヰ
カ
一
日
り

約
時
一
ゆ

2
束一

7

u
u
~り
-
A
m

一一一酔

M

L

 

品川町

G+P [長期)

G十P十S f短期)

G+ P+W， f短期)
Gート P+W2 f短期)

G+P+K (短期)

G+P-K (短期)

G+P+C， (長期)
G+P+C2 f長期)

G+W/2 +C， (短期)
G+W/2+。(短期)

M=O 

節点応力

M=16ul4(G十P→長)

柱脚 M=  293.17 

f仕トP十KlN = 16.77 

-15 
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2.4 各部材の算定

鏑構造設計規準 6.1より

σc cσb 
十 主五 1 

fc fb 

かつ

tσb - σc 
三三 1 

ft 

fc:許容圧縮応力度

fb:許容曲げ応力度

ft・許容号1張応力度

oJ N/A・平均圧縮応力慶

[ t /.円#，)

[ t /.イ1

[ t /..円れ

( t/.~) 

cσb= M /. Z c :庄縮覗IJ自(f応力変[t/.~) 

tσb=M/.Zt:引張側曲げ応力度[t/.C'ff) 

N:庄縮カ[ t ) 

M:曲げモーメ Y ト[ t・cm)

A:全断面積

Zc:圧縮側断面係数

Zt:引張側断面係数

(σ，fi) 

( crrl ) 

(crrl ) 

(ll 屋根大ばり

f鋼材の標準断面寸法等は鋼構造設計規準付 Bによる)

M = 3378t・cm

N ~コ 3， 9 8 t 

H-606・2， 0 1・12，・ 20を使用

A=152.5 

。b Cσb 3.98 

152.5 
+ 

f c fb 

『

ta

晶
、
，

注

B

f

注

n
り

戸

、

υ
r、

n

k

u

n

H

υ

w

h

d

 

n

u

υ

n

u

U

A

官

。ρ

け

U

可

i

一一一一一一

c

c

b

 

η
白

S
皐

S
A

3378 
/り905十一一-/1品5

2980 

'-16 
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ーり 03 +り 78

り81 <1.0 

(注 1) f cの算定

細長比 Aは銅構造設計規準 11. 1より

i 
sk  

sk:座屈長き (cm ) 

i : ~屈軸についての断面 2 次半径 ( cm ) 

413 
A = 一一一一一= 98 

4.2 2 

鋼構造設計規準表付1.1より

f c = U.90 5 

(注 2) f bの算定

鋼構造設計規準 5章より

r， ..， (sb/i)2 
f b = {1-U.4 一一一一一一一

C八 2

900 

t
 

g
A
 
、E
，，

f b 
(s b h) 

の大きい方

Af 

sb: 圧縮フランジの支点間距離 (cm ) 

圧縮フランジと、はりせいの 1/6とからなる

T形断面の‘ウェプ軸まわりの断面 2次半径(四】

M2，. ~， M2 
C=1.75-1.05(可了〉十り 3(苛寸)-.ただし、

2. 3以下

M2、M 1 はそれぞれ~屈区間端部における小さい

ほうの強軸まわりの曲げモーメント

h : はりのせい (cm ) 

A f : 圧縮 7 ランジの折面精(cnl ) 

:̂ 限界細長比

一日一
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(2¥ 柱

Ob=413 

i = 5.1 1 

，i=Ob/i=81 Af=4り.2

日378. __3378.2 
C=1.75-1.05(一一一一一__::_)+り 3(一一一一一一一)

2194- 2194.=り94 

布=よム~ = 7.7 
A f 

鋼構造設計頬I準図材1.1より

fb=1.4!'i 

上 苦R

M=2082t・cm

N=11.47t 

H-500・200・10・16を使用

A = 114.2 

z C = 19.10 

fc= 1.11(注1)

f b= 1.48(注2) 

σC  C<Jb 11.47 2082 
一一一+一一一=一一一一一/1.11+一一一一 /1告8
f C f b 1 1 4.2 1 9 1 0 

U.O 9 +り‘68

= U.77 <1.0 

山
前

定
』
一
i

1

算

日

二

の

-

一

一

c

注

(注 2) f bの算定

Ob = 340 

= 5.14 

，i = Ob/i =67 Af = 32 

-18-
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C 1. 7 5 CM. =0  ) 

司= 8.03 

人 fb=1.6 

(31 柱 下 苦E

M=29日20 t . cm 

N=  1 6.7 7 t 

2H-500・200・10・16 使用

1本当りの軸カ(29 3 2 0/1 5 0)+0. 6.7 7 / 2) 

=204t 

E
 
150cm 

A
噌

一一
n
U
句
円

ο

円

d
-
n
O

1
ム
-
A塑

2

一↑

A
血

E

-
1
k
-

1

4

一ー

一一一一

A

入

f c= 1.も6X1.5=2.19 

nりく。“
O
O
 

H
U
 一一nu --

O
G
 

/
 一Qρ

A
3

一A官

n
り
一

1目
b

o
o
-
可
E
4

一一
c

一c
141 クνyガーダー

@ぷ

クV;/ガーダースパン j， 7.700m 

ホイノレベーススパン 民 5.800m 
@ 
b 最大 車輪庄 P 4 4.0 t 

R 
ガーダー自重 W り21t/m

E 

ク V'-'が支点より Xm離れた時の応力を算出する。

A点反力Vは

，j， -X j，-fl，-X 、

v = p j-一一一一十一一一一一一一一一 f..................... (f) 
j， j ，電

C点曲げモーメ Y トMは

M = V(X十島 )-p.fl，...........…・…………・ @i 

dM  
Mmax を求めるため一一:-:-= 0としてXを求める②式に代入する。

dX  

19 
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M = P ( o -R/ 2 ). /2 ・8 ……一・・…・・……・・・・・ @!) 

故にク νyガーダー曲げ応力は

鉛直方向曲げ

(注1l， 
Ml= {P(s-R/2) "/2s}x1.2+す.w・s"

78.99+1.56 

8 U. 5 5 t • m 

水平方向制動力による曲げ

(注目)

H = U.IPmax = 4.4t 

Mぉ= H(O一民/2l"/2O

6.58 t . m 

軸力N 6.58/1.5 = 4.晶t (組立梁巾1.5田)

局部曲げ

M 3 = ( 1 / 1 O)X 4.4 X 1. 9' = 1. 5 9 t. m (ラチススパン1.9m)

M 1 = 8り.55t • m f全断面について)

M. = 1.59 t • m (上フランジ断面について)

N 4.4 t 

H-800・300・14・26 使用

Z 1 (全断面)

R 

=7290crrl 

z s (上フラ Y ジ断面)=39 Ocrrl 

• c 

A ( " ) =7 8crrl 

f c = 1.5 

f b 

cσb 

(注3) 
1.6 

4.4 8055 159 

) 

十一一一= {一一一+一一一一一十一一一一)/1.6 
f c f b 78 7290 390 

- 20ー
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ー ( U.O 5 6 + 1.1 0 5 + りも1)/1.6 

= U.98 4 < 1.0 

f注 1) 鋼構造設計規準3章による衝撃力 2070 

(注 2) 鋼構造設計規準日章による水平カ 1070 

[注 3) 全断面について

Ob= 190 

A = 190/6.62 = 28.7 

C = 1.75(M.=0) 

η=  6.8 

:. f b= 1.6 

プランジ断面について

= 6.62 

弱軸まわり故 f b=1.6 

-21ー
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3 鉄筋コシクリート部(地下〕局長室十

J.1l.iリイ支図

.f3 

f時(!日本1J1;え:l!]!1.“ 

!!2-
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@ 

⑨ 

@ 

地τご1暗(8/F)I;Jつ状図
② ③  

;:S3 !C'$3 

④ 

~ 

βr ‘I I s， I I ぷト

s， 
1'$:2 

βe 
F$;2 

地τZ時(s.zFJ/:tヲ杖図
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3. 2 準備計算

[1! 柱勃力

l 2 8 4 5 

nu 
ハUno 

司

i

A

B

O

 

188.7 2411.9 210.9 168.5 

B 1 階

A 

B 
1526.9 1316.3 

。
333.5 359.4 2 7 7.1 

B 2 階

:三五百川1

0二JA匹じ斗
260.2 l生55.4 518.4 432.G 1 8 7.0 

B方向

D 

G方向J7 1.5 7 1.5 

基 礎 用

さA;底版 1"，'当bの反万

24一一
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ラーメン材の聞j比

3ラーメン以外れラーメンは有壁ラ メンであるため 3ラーメ Y について算定する。

(2) 

li企旦三100)

(200X100) 

|τ1 
rLlJl1J0l_Q旦J

i 
;W160!  

¥__;_旦盟主100〕;
」一一一一一一」
(l00x100) 

lw1691 
U♀盟主100〕;

i一一~一一一一一_l

0.14 

戸100)
L一」よ旦
(50X150) 

(50X150) 

i

「

一

¥

(200Xl00) 0.73 

(lOOX250) 

(注 1) 
Q) 

2.0 

(l50x250) 

鉛直荷重による大はb荷重項(0 ， Mo 

の各階について算定する。ラ-;lYBc3B 

(3) 

重

5

荷一

B

布

8

分

(

等

×
田

/

品

積

巾

面
図

画

lFおよびBIF

B 

= 6. 2 "，'の集中荷重p，

( B， Fのみ〉

.L___J機械による集中荷重p，

25 

8 

。
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1.2 !'i X (Ui X 2，.6 
，y= (2.12斗-O.S)X4.3+

(は D自重)

B c ， 

=11.5t/m 
PI 

…((L~ 可IY

p， = ( 2.12+0.2， ) X 5.2 = 14<告 t

W ，等分布荷重

p ，集中荷重

〔注2) 

。=0.088 x 11.5 X 8 ，+ヨ 125X144X8='75ワ
Mo = 0.12 5xl1.5x8' +0.2 5Xl岳生X8=150

O.=~Xl 1. 5X8+す X 14.4= 53.2 

Bc， ( B， 

w = ( 1.1 5+0.2) X也3+1.25XO.5X2.4
p， + p， 

= 7.3 t/田、v
"， = (1.15+0.2 )x6.2 = 8.4 

p， = 8 + 3 / Z = 9，5 

8.4 + 9.5 = 1 7.9 
8.0 m 

(注 2) 

0= 0.0 8 3 X 7.3 x8'ート0.125x17.9x8 = 56.9 

Mo = 0.125 X 7.8 X 8' +0.25 X 17.9 X 8 = 94.4 

Q=tX73X8+txl79=E8Z 

WB，=1.15X生2十1.75X1.5X2.4 = 11.1 
(はり自重)

一」ハ
F
 
L

一B 

0.5X 2.4 
(マット自重)

au-n'-
司
土+一
o
G

nu-。。一rs
、一一

司
ド
-Y
 

T
 

D
c
c
d
 1.7 5X2.7Xl.6 ) X4<.2=40.3 

(砂づめ自重)
(上向珪〉

wマットー干VB，=29.2 t/m (上向き〕

一-26一一
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"" 
。
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( FBc， ) 

O=O.G83X~， 9.2X8' =155 t. n' 

l\~l 0 =む 125X29.2X8'=234 t. m 

Q=古X29.2 X 8 = 11 7 t 

(生) 層せん断力

クレY

3. 3 応力の算定

ω 耐力壁

RF 

lF 

BIF 

B2F 

(注1) 鉄筋コンクリート構造計算規準。問解説 8章

表 1O. 1によ b算定

o ，端部固定議モーメント(t. m) 

1¥10 ; r南端支持状慈陀おける最大曲げモ メン

ト(t. m) 

Q; i南端支持状懸Kおける端部せん断力 (t)

(注2) O=O.083YV"!2=O.083wA" C':W=wl) 

建物重量
KH 

各階水平力 全水平力

( t ) ( t ) ( t ) 

O. 3 3 7 荷重算定 3.8 7 X 1 0 3 8. 7 

=38ワ

O. 3 2 5 5 )よ b 10.52 xIO 1 44 
= 105.2 

0.27 1366 3 (} 9 513 

O. 2 7 1566 423 9 3 s 

耐力壁Uて全せん断力を負担させて検討する。

B，階 G方向皇室量 2， 3.1XO.5 X 2，十l.OXママ+0.5X 7.7 = 34.65 rri' 

=346500cril 

B方向盛量 1 7.u XO.5 X2X 7.5 X 2.0=32.0""=320000品f

一-27一一
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1 5.4x 0.5 x 2+ 1.Ox 7.7= 23.10'= 2 3100 OClIl G方向皇室量B，階

17.0 xO.5 x 2+ 1.0 x 7.5+0.5 x 7.5 =28.2 5m' B方向獲量

=282500叩f

B， p皆G方向 f皇室主主が小さ〈せん断力の大きい)K:よ b検討

獲のせん断応力度 TS = 936000/231000 

= 4.0 5く 10.5K9/crr1 

故に壁のみで十分安全である。

3ラーメ y(2) 

80.3 

上部鉄骨柱脚の応力を柱、梁の剛

比の比K分割負担させる。

58.9 

長期荷重時応力( i) 

4 
53.2+0.9 
=54.1 

210.9 

剛比の比

0.14パ1.0+0.14)=0.12 梁

1.0/包.0+0.14)=0.88柱

211.6 

4.7 359出

33.9 

鉄骨柱脚応力

-・・・・梁用(柱は打消す方向)= s 7.9 4+告6.86=114.8G+P+C2 

-・・柱用(梁は打消す方向〕=loa87-6~94=3.93 G+P+C， 

80.4 t • m 
7 5.6 t • m 
53.0 t"m 
38.4 t " m 
211.6 t • m 
111.3 t • m 

114.8 x 0.12+66‘6= 

-28一一

部
央
部
央
部
央

故に長期応力は

端
中
端
中
端

中

Bc， 

Bc， 

F Bc， 

B， 
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(jj) 地震時応力

Bl C C 3 日生93XO.88+66.6=97.3t'm 

Bz 0 C~ 33.9 t'm 

全せん断力の 30%がラーメン材に分担するものとナる。

B， ~皆 513 X 0.3= 154.0 t 

B，階 93O X 0.3 = 281.0 t 

柱 1本当bせん断力

B，階 15告.0 / 1 2 = 1 2. 8 t 

B， s皆 28 1. 0 / 9 = 3 1. 2 t 

故/t1:3'7ーメ Y応力は

o
o
 

d凶
B
O
G
 

-ム

A
官。ρ1
1
1
1

n
O
〆

一

一
Q
U

2

7

2

 

可'・4
-

〆

一了
可

i

o

G

司-

。。
泊山
E
，
ohM 
1
4
 

。。

-
b
v
s
 
au 

18.6 
37.2 9.3 ，__....__寸

じ~6.38
3U 

37.2 

162.0 41 _/'ペ

ルノ17?? いては、剛域を

考慮して応力の

低減を行なう。

端部応力で大き

い値のものKつ

。jp 短期時応力
鉄骨柱脚応力短期時最大応力 2 9 3.1 7 t • m 

1 B Cs 端部 上 293.17 xO.12+3.1.4+6 6.6=13 3.2 t . m 

下 293.17 XO.1 2+31.生-6 6.6= 。
中央 9.3+マ6.6 =85.9 t • m 

端部 上 137+53 =190.0t'm 

:::F 1 3 7 -5 3 =84.0 t • m 

中央 41 + 38.4 = 79.4 t ・田

端部 6 2.4+ 2 1 1. 6 =274.0t・田

Bl B Cs 

F Bc. 

一-29ーー
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中央 3 1. 2， + 1 1 1. 3 = 1 4 2.5 t . m 

B， C c. 2， 93.17XO.88+37. 2， +6~6 =361.8t'ffi 

B2 0 Cs 

3.4 各部材の算定

住) 記号の説明

b ，梁または柱の巾(叩)

D ，梁または柱のせい(臼n)

d ，梁または柱の有効せい(cm. ) 

1 2， 4. 8 + 3 3. 9 = 1 5 8.7 t . ffi 

梁または柱の応力中心距離(叩〉

Mv ;長期曲げモーメント( t • m ) 

l¥tl s ，短期曲げモーメント(t • m ) 

M ，設計用曲げモーメント(t • m ) 

Qv ，長期せん断力(t ) 

Qs ，短期せん断力(t ) 

Q ;設計用せん断力(t ) 

Nv ;長期柱軸カ(t ) 

Ns .短期柱軸力( t ) 

P t .引張鉄筋比(% ) 

r: ，複筋比

a t ヨi張鉄筋の断面積(cn1 ) 

'p ，引張鉄筋の周長または周長の総和 (cm. ) 

PW あばら筋比または帯筋比〔号令)

QA ，はbの許容せん断力

QAL ，柱の長期許容せん断力

O.，As ，柱の短期許容せん断力

f a ，鉄筋の許容付着応力度

f c ;コンクリートの許容圧縮応力度

f s .コンクリートの許容せん断応力度

f t 鉄筋の許容引張応力度

-30ー
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防1 大ばbの断面算定

鉄筋コンクリート構造計算規準。同解説1生条、 16条、 17条および付 15図表

主D算定する。

Pt=とt
bd 

M=Obd' 

M=at/tj 

(， BC3 ) 

j =( 7/8) dとする

QA=bj (dfs+O.5wftCPw司 0.002)} 

ただし

a;;:::;ー← 4ーーかつ 1孟 d主主2
くM/Qcj)+l

T a=SE玉 fa
'1' ] 

b 5 0叩 D 150cm 

d 1 45侃 1 2 7 c;n 

長 期 短 期

Mv (端部); 8 0.4 t • m 

Mv (中央)， 7 6. 6 t • m 

Ms (端部)， 1 3 3.2 t • m 

Ms (中央〕 8 5.9 t • m 

Qv ;54.1t Qs 6 0.5 t 

端部

主筋

Ms/bd'=12.7 

P t C r) = 0.4% 

所要 a t =2 9 

'1'=60500ぺ1告X127)=34

実施 7-D25 

at=35告白

'1'=56 

あばら筋 D13 申100とする。

d=l 

QA=50X127{7+Q5X2000XQ003} 

= 63.5 t > 54.1 t 

一-31-ー
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中央

主筋

at=Ms/!tj 

=7660000ぺ22D 0 x 127) 

= 27.5 (所妥)

7 -D 2 5 a t = 35.49 実施

あばら筋 D13 @200 

(B.Bc，) 

b 50cm D 

d 1 4 5 cm 

長 期

Mv (端部) ， 5 3. 0 t • m 

Mv (中央) ; 3 8.4 t • m 

Qv ; 39.0 t 

端部

主筋(上筋〉

150Qnt 

1 2 7 cm 

短 期

Ms (端部)手

I垣s (中央)

Qs 

(下筋〉

1 9 u.3 t • m 

84.0t.m 

7 9.4 t • m 

6 6.8 t 

Ms上/bd' = 1 8.3 a t =Ms下/!t. j 

P t ( r ) = 0.6 % =8170000パ350OX 127) 

.. 所 要 a t = 4 3.5 = 18.4 (所要〉

p=25 

実 施 q -D 2 5 実施 5 -D 2 5 

a t = 4 5.6 3 a t = 2 5.3 5 

p=72 

あばら筋 D13@lOO 

ct=l 

QA=50X127{lQ5+0.5X2000XQ003) 

= 9 5 t > 66.8 t 

中央

主筋

at=Ms/!t・j

= 7 9生0000/匂 500X127)=17.9 

一-32一一
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実施

あばら筋

( FBc， ) 

b

d

長

1 5 0 cm 

245 

期

7 -D 2 5 a t = 35.4 9 

D 1 3申 200λ  

D 250 

214 

短期

Ms (端部 );274.0t'm

rlEs (中央); 1 4 2. 5 t • m 

Mv (端部) ，211.6t'm 

Mv (中央) ;111.3t'm 

136 t ， 1 5 6 t Qv 

端部

主筋

Mv/bd'=2.4 

Qs 

P t ( r) = O. 2悦

所要 a t = 7 3.5 

'p = 4 5.3 

実施 20-D25 

a t = 1 0 1.告

'p = 1 6 0.0 

4 -D 1 6由 100 あばら筋

d=l 

QA=150X21生X7 (あばら筋を考慮しをい〉

=228000Kg=228t > 136t 

中央

主筋

at=Ms/!tj 

= 111 3000 OA2 200 X 214) 

=24 

実施

あばら筋

3 0 -D 2 5 a t = 1 5 2. 1 

生-D16骨 200

-33-
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(3) 柱の断面算定

鉄筋コ Yタワート構造計算規準。同解説15条、 16条、 17条お主び付16図表

』てよ b算定する

a t 
P t = -
bD 

QAL = b j • df S 

QA  S = b j {f s+O.5w f t (Pw-0.0 0 2， ) } 

ただし

α--土ーーかつ 1 三三 α 三三 2 
1ぜ t 可

心 T i 

(B，CC，) 

B方向 b 1 0 0 

D 200 j ， 1 7 0 

長期 短期

Nv ， 2 1 0.9 t • m N s ， 2 1 7.3 t 

Mv ; 9 7.3 t • m Ms，361.8t・出

Qv ， 2 0.0 t Qs ， 3 2.8 t 

主筋

Ns/bD = 10.8 

Ms/bD'= 9.0 1 

P t = 0.2.% 

所要 a t = 4 0 

rp = 6.2， 

10-D2.5 

a t = 5 0.7 

伊=80.0 

あばら筋 DIO @lOO 

Q.A s = b j • f s (あばら筋を考慮しまい〕

= 1 7 8 t > 3 2.8 t 

G方向については耐力壁K連結しているので曲げ応力は考慮しないが柱全断面陀つ

いて鉄筋全断面が0.8併以上になる Zうに定める。

全 at = 1 0 0 x 2 00 x O. 8 % = 1 6 0 

一一34ーー
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。方向 8 -D 2 5 

(B，OC，) 

B方向 b 100 

D 2 0 0 170 

長 期 短 期

Nv 359.4 t N s ; 3 9 3. O t 

l¥Ilv ， 3 3.9 t • m M s ， 1 5 8. 7 t . m 

Qv ，岳 7t Q s ， 3 5. 9 t 

1 Oc sと同じ配筋で十分である。

他) 1階柱根まき C，Oc，)の断面算定

B方向 b 100 

D 200 = 170 

短期

N s ， 1 6.7 7 t 

M s ; 2 9 3. 1 7 t • m 

主筋

Ns/bD = -0.8 

MS/b D' = 7.3 2 

= 0.2 7 

a t = 5 4 所要

実施 12-D25 

(5) 地下外壁の設計

Bl壁

a t = 6 0.8 4 

1.0 tイn A 5.0 
OAB=0.083Xl.OX5.8' +0.0 67X

ui!，u X 5.8' 

=8.4 t • m 

5.。
OBA=O.083Xl.OX5.8' +O.lx言X5.8 ' = 1 1.4 t 'm 

5.0 
Mo=O.125Xl.OX~8'+Q128X 玄 X5.8' 

=15.0 t'm 

1 1; ，n 
QA=言Xl.OX5.8+0.33XV2C'X5.8=7.7t 

6.0t/m B 

-35-
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D=50 

B 端

所要

実施

A端および中央

所要

実施

B.獲

6.0t/m 

6.8 6.0 

D=80 

B 

5.0 
QB=τX 1.0 X 5.8+0.67 X -~- X 5.8=12.6 t 

o ，Mo ，Qは鉄筋コンクリート構造計算規準。

同解説3章表1O. 1お主び表10.2によ b算定

M(中央)= 15.0 -{((11.4 -8白 )/2)-←8也}=5.6t'm 

j = 39.5 

at=1140ぺ2.2X 39.5)= 1 3.1cm 

1'=12600ペ21X 3 9.5)=15.2cm 

D 16 ，骨 100( B，皇室に連続するものはD19.22@100) 

a t = 1 9.9 

l' = 5 0 

a t =8 4 0ベ2.2X39.5)=9.7cm

1'=7700ノt21X3 9.5)=9.3C11! 

D 1 6 曲 10 0 

a t = 1 9. 9 

1'=50 

z
 
o

。
η
'
 
X
 

M

一zx 
門-au 
nu 
nυ +
 

2
 
o
o
 
n
g
 x
 

n
U
 
6

m

 

x

・

3

t

 

o
o
o
h
M
 

n

u

a
仙

Z

A

U

A

智

一一一一
B
 
A
 
nu 

6.8 
OBA=0.083X6.0X7.8' +0.lX-2-X7.8' =51.0 I'm 

6.8 
Mo=O.l 2 5 X 6.0 X 7.8' +0.128 X -~-X 7.8' 

=72.0 t 'm 

1. _ _ • _ _ _ • 6.8 
QA=音X6.0X7.8+0.33X吉X7.8=3 2.4 t 

6.8 QB= 2 X 6.0X 7.8 +0.67 X v;"u X7.8 =生1.2t 
M(中央)= 7 2.0 -{l( 5 1.0ー岳4.2)/2}H晶2} 

= 24.4 t 'm 

j = 6 5 

ー-36一一
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(6) 

A 端

所 要 a ，=岳420/(2.2X6 5.ド31cA

'p =32也00/(21X 65)= 2 3.8cm 

実 施 D19，22 @ 100 
.a '=33.7 
'p =65 

中 央

所 要 a'=2440ぺ2.2X日5)=17cA
実 施 D19 @ 100 

aπ=28.7 

B 端

所 要 a'=5100ぺ2.2X65ド35.5cA 
'p =41200ペ21X65)=3 0.3cm 

実 施 D22 @ 100 
a ，ニ38.7 

'p =ワ0.0

基礎版の設計

鉄筋コンクリート構造計算規準。同解説 13条および付10によ b算定する。

F S， 

M=lwlx' 

b-1.92a t d 
一一M 

2.7 

l=ly/lx 

1 x ;短辺有効スパy

1 y ，:長辺有効スパン

b ，必要鉄筋同隔(叩〉

a t ，使用鉄筋l本の断面積(cm) 

d ，有効せい(四)

D ; 5 0開 d ，45棚 ， 3 9. 5 cm 

(注1) 

W=1&9XL2-0.5X~4=19.6 

(自重)

(注 1)局部集中を考慮して 10%増す

l = 1 y / I x = 1. 5 2 

MXl =0.071 x 19.6 x 2.7' = 10.3 t . m 

Mx，=0.047X19.6X2.7'= 6.8t'ffi 

Q =O.53x19.6x~7=2&2t 

一-37-ー
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端部(両方向共〉

所要

1.92 a t d 
D 19を使用すれば必要間隔 b=ーでアーー=2岳8明

lVlX 1 
rp = 2820 0A21 X3 9.5)=3 3.7Gm 

実 施 D19 曲 150 

rp=岳O

中央(両方向共)

所要

1.92atd 
D16，D19を使用すれば b--"ァー←ー=30.7冊

lVlXz 

実施 D16，D19 @150 

F S. 

4.5 

短辺方向

端部

D; 1 0 0叩 d ， 9 5侃 j ， 8 3訓

w=  28 X 1.1-1.0 X2.4=2 8.岳

6.95 λ= 1. 5 5 

MXI =0.073x28.4x告5'=42.0t'm

Mx， =0.0 48X2 8.4x4目5'=27.6t'm

Myl =0.042x28.4X4.5' =24.1 t'm 

My，=Q028X2&4X.5'=16.2t'm 

Qx.=0.53X2&4X.5=66.5t 

QYI =O.47x28.岳X4.5=60.0 t 

1.92atd 
D 1 1)を使用すればb=ーっγ一一一=12目5叩

lVlX 1 

rp = 66.500パ21X8 3)=38.3冊

実施 D19 申 120

所要

中央 所要

実施

長辺方向

端部 所要

伊=50

1.92a， d 
D 1 6を使用ナれはb=一τ7一一一=1 3.2四

lVIX2 

D16 申 120

1.92a'd 
D16，19を使用すればb=一一一一一=18.4

MYI 

rp=60000パ21X83)=34.4

-38ー
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申 15 0 D16，19 実施

伊=36.6 

1.92atd 
D16を使用すればb=一一一一一一=22.3

My， 所要央中

。申 15 D 16 実施

長辺方向で合計8-D19，36-D16である。鉄筋比の最も不利をのは FS， 

pt=(8Xa87+36x1.99)パ100X450)=0.21%>0.2% 鉄筋比

独立基礎の設計j
 
n
y
 
{
 

( 0 I 柱下〉F4 

ι ァ万向によb決定
0.45 0.9 0.9 世空i

くい反力 50 tで設計5 

Q=2.0X 5 0.0=1 0 0 t 

M=100XO.5=50t "m 
212 

j = 9 6G1花D=120叩

ιtJ 
I ~O~5 ~~~ 1.0 ，_ 0.8 5J 

「

2.7 

5 

要所

at=5000ぺ2.2X9 6) 

=23.7d 

1'=100000ペ21X 96) 

=49.5cm 

10-D19 施実

下

1
U
1
i
t半

↑
ω
J
L
U

一

/ 

a t = 2 8. 7 C-A 

l' = 6 0.0 cm 

~、h ---
の 。。
-0 。。
____...- -....__，____ 

せん断の検討

QA=220X96X7=1生8>100t

とする。

-39ー
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侶) 排気舗の設計

風荷主主によ b決定する。

建築基準法施行令第87条の規定Kよb

p=c・q(t/m')

風力係数Gの値

速度反qの値

c= 0.7 

q=60，lh 

=60，122 =282均/m2

曲げ応力の最大昔日の建物よ b突出部で設計

百j一一下 する。

--1--1 I f=5.75m 
3.16 

5.115 I - 125m 
1 22.1251 W=O.282XO.7X1.02=0.2t/仇(注1) 
3.15 I m 
111MzV取 wX f' = 3.6 t • m 
710LJ 

銅製 中1000XIO を使用

A=317cvl 

Z=7930cvl 

i = 3 5.7 cm 

360 
a/f=一一一ーー/2.4= 0.0 2く1.0
7930 

(注 1) 地震荷重による w= (1.5 XO.3X 0.9) ><:0.0 3 17 X 7.85=0.1 t/m 

風荷重による w=O. 2 >地震荷重による w=0.1 

一-40ーー
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3.5 地盤の許容支持力および〈いの許容支持力の算定

(1) 地盤の許容支持力の算定

メインテナン 1 建物の基礎を支持する地盤の惟状については，周辺K於ける先行工

事での土質調査は(ポーリング).掘削時の土質の確認，および，地耐力試験κよっ

て検討した。

i ) 土負謝査(ポーリング)

第 1図士負嗣査(ポーリング)位雀K示す位童Kついての読査Kよる柱状悩在ら

ひκ標準貫入試験結呆κついて第 2凶 K示す。

日) 掘削時の土質の確認

掘削深さは第 l図の 1.原子炉建物がEL+6.440. 5.主令去P椴建物がELー

1 8.5 0 O. 4燃集検建物がEL + 2 5.2 3 0でるj).当該メインテナ Y ス建物は

E L -2 2.3 0 0である。先行援物 1• 5の掘削時の土質の目視検査ではEL十

2 2. 0 0 0 m ~ E L + 2 3.0 0 0 mは土質調査結呆と同様の紬砂層が存在すること

が確認されている。

iii ) 地耐力試験

第記幽K示す地耐力試験Kよる長期許容支持が確言記されている。

以上の夜討によj).メインテナ Yス建物の支持地盤の長勅許容支持力を 35 t /ntと

想定するととは安全仇でるると考えられる。

-41-
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③ 

第 1昆j 土質説査(ポ リ;/17' )位量凶

メインテナンス主主物.I 
D 

1.肱子炉霊長物

2， L阜子炉付属建物

3，廃業物処塩建物

4，燃集後建物

旦主冷却機建物

邑逆転管理催物

t 受篭エリヤ

5 

日

-42ー
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耕一一一--

土

1事
設計長期許容

支持力

( t/m') 

図査

名

調

質

質

士験

第 2図

試入賞荘、深度i様高

メインテナンス建物

( 35 t/1rt) 

燃集棋濯物

(40 t/nt) 

50 

言更一一一一王ー

ー

一
ム
一
砂
一

ロ一寅一士一和一

組i

ム

w、

粒

ロ

中

40 

一←ーー一一

30 20 10 

25，830 

22，300 

4 

10 

12 

16 

14 

6 

8 

18 

砂、

主冷却機建物

( 175 t/nt) 

細

18，500 
20 

22 

24 

官襲砂、26 

28 

一げ
物
刀
建
一
日
炉一
1
子
一
(

同部一
ャーー一砂一細

6，担 I~ -----~--+ ----;-一一一;一一

30 

34 

32 

36 

38 

C点:一一一

A点とほぼ戸jじ
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(2) くいの許容支持力の算定

Ru=43NAp+N As/:6 

Ra =泌氏u

ただし Ru • <いの極限支持力( t /:本)

R a :くいの許容支持力(t /:本)

Ap : <いの先端面積 ( nt ) 

As :支持層K貫入した部分の〈い周表E白面積(nt ) 

N 〈い先端地盤のN値

N くいの支持層中の貰入深吉κ対する平均のN値

とと f亡 A P : O. 1 7 5 X O. 1 7 5 X 3目 14 = 0.0 9 6 nt 

A s : 1 m -O. 3 5 X 1. 2 

0.58 X 3.14 X 0.3 5 

N 7 5 

N 7 5 

R u = 4 3 X 7 5 X O. 0 9 6 + 7 5 X O. 6 3 6 /: 6 

=310+τ9 5 

=317.95t/本

Ra =始X3 1 7. 9 5 

= 1 0 6 t/本 >50t/本

-44ー
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4 不同沈下に対する検討

日本建築学会「建粂基倹構造設計基準・問解説」の第 18条，第 22条解説VLよれば，砂

地盤の場合は，沈下量はひじよ 5VL小さく，その沈下を無視し，砂地盤は圧縮されまいもの

であると仮定することが実用上はゆるされている。また日本建築学会「鉄筋コンクリート構

造計算基準・向解説」第21条解説によれば不同沈下に対する定量的立検討は適確左方法が

左<，税念的κは建物の剛性を高めるととκょbそれを越けるのが有力在方法であるとされ

ている。

メンテナンス撞l切ではその支持地盤を向一層の砂地盤とするため，地下部分の|宿高の進う

部分については，くい基雇主による支持方法を併用した。

また，支持方法の違いによって懸念される不|司沈下氏ついては基食ば bのは Dせいを十分

にとって耐性在高めている。

そこで，不同沈下による基礎ば bへの影響を検討してみると下記のよう K在る。

0 ベタ基礎部の負担する荷重…………....… 19. 6 t/ni ..………① 

荷重…………… 511τot 

負担する面積 …・・・・・ … 2611rt 

o <い奉艇部の負担する荷重………-…...・・ 43.8 t/ni…・・……@

荷重…..…・… 1127.6t 

負姐する面積 ..…・・…… 2邑7ni

①く②によ bくい基躍を部の沈下が先行すると考えられるので〈い基主主部の荷重をベタ基礎

部で負砲するものとして検討する。

(1) 地盤の許容支持力の族討

荷重…… 51 1 7. 0 + 1 1 2 7. 6 = 6 2 4 4. 6 t 

負担する面積 …………..…・・・・・…・・…- …・・… 261.0ni 

単位面積当 b初重 ・・・ 62 4 4. 6 / 2 6 1. 0 = 2 3. 9く35.0 

(2) 基倹ば Dの検討

荷重状態が最も不幸IJと在る。⑩仙の①~②聞の基設は bについて校討する。
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荷重状態

「

L p 

ア

7.8 

7. 5 
p= 260.2 + 7 1.5+ 173.2 x一一一一=4 07.7 t 

1 7 

τ7 τ7 7.7 7.7 

力

4
b

レレ
b
r
L
V

η

t

-

ηι

一

ハ
υ

-

A
A官
一

P
A
l
'
t
 

応ii ) 

3.0 t問

4 0 7. 7 t 

4 0 7. 7 x 7. 7 = O 1 

Qmax = 

Mmax = 
7.7m 

断面算定

50cmX780cmとする。基礎ばりの断聞は:

せん断κ対する検討

Q A = b j (a f s + O. 5 w f t ( Pw -O. 0 0 2 ) ) 

1三ζa壬二2a = . __ 4_一一ーかつ
lVI 
一一一+1 
Qb 

ただし

T形ばDの場合はウェプの幅b :は Dのl幅，

j :は Dの応力中心院跡で(7/8 ) dとするととができる。

d :は Dの有効性

Pm:あばら動比

PW = aw/bx 

l組のあばら筋断面積

:るばら筋向l涌

aw 

X 

4 星6ー
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fs :コンFリートの許容せん断応力度

wft :あばら筋のせん断補強用許容ヲ I~長応力度

a はhのせん断スパン比lVl/Qdによる割増し係数

IUi :設計するはいの最大曲げモーメント

Q :設計する最大せん断力

とこに b=50cm

j =tX720=6BO棚

d=720cm 

fs = 7 

h 

wft 
。と仮定する

a 
4 

313， O(lO 

4 0τ7 X 7 2 0 

1.9 4 

QA = 50 X 6 30 ( 1.94 X 7十0.5X 0 ( 0 -0.0 0 2 ) } = 4 2 7 t > 4 0τ7 t 

出げモ+メント K対する検討

M=31BOtm 

M 3 1 3 0 X 1 05 
c=一一一=一一一一一一一一
bd' 50X7202 

s
m
 

oυ

一5-A
U
 

1
一
一
唱

i

x
一一X
A
U
--nu 

。。』-
w
h
υ
 

噌

A

一一ソ“

司
式

υ

一

ニ 12.1li~/cni' 

r = 0.5と仮定すれば

Pt = 0.6 1 % 

at=PtXbXd 

= o. 0 0 6 1 X 5 0 X 7 2 0 

2 2 0 cm' 

上記Kよb D 3 2 -2 4本(1 9 0 cm') 

D16-16本(3 L 8 cm2) 
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のサー~ナ"YX意物f 関寸る放射線遮蔽!Irついて検討し

言

a
t」陽一常

「
l
I炉

。

散

る

実
一
あ

速

で

高

の
も寸一ホヂ果世帯た

緒

本計算害防，

L 

遮蔽設計条件。
占

管罪区域内の設計線量;;i;:1>'よび設子目標値2. 1 

2mrell]/hr以下職員が常昨自由r立}.でき作業が被 2区A 

行在える訴所

S mrell]/h r 以下常時作業寸る場所で肘在いが時間域 E区且

争制限して定期的に立}-ると「わ

あ晶場所

32mrenレ"hr以下故障公よび修f!Þ以外~~:lL.事故，被 2区C 

λらまい場所

32mren〆hr以上立λ らをいと考えられる葬所城 E区D 

設計~:t;.いては←註容値の 1/10 の線量率に寸るとと宇目撃と+る。

領域区トー -一

「一一一

状

寸
所場

2.2 

態

ナトリウム洗浄時金よび

誘導1昔、射イヒ彬器取扱時
B メン干ナン .:<5主

B 誘導放射化機器取扱時備室洗浄設

B (C) (注1) 廃液タンク室 ' 

B ， 家事静風

D ナトリウム洗浄時室浄

[
l
l
川区

洗浄廃液が貯蔵されている時廃液 9ンタ

一一 1一一

廃液タンク内~ 1次冷却材Na

表面付近でC区域と在る。

(注1)
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a 解析条件
1次冷却材Naの付着した被洗浄休手ポンプ洗浄槽K装荷した際の洗浄設備室白線量率骨

評価寸る。

さら1<<..桔Ij御棒 (CRD)下部案内管手高レベノレ機器洗浄楢へ洗浄のため装荷した時の洗浄

室囲りの総量率長よび廃棄物貯蔵庫『貯蔵した時の貯蔵庫院 Dの紛量率宇検討ナる。

a 1 線源条件

一次冷却材のr綜源強度肘.14日冷却の値止して次衰の通 D

ナトリウム中の放射能強度

臼} ナトリウムの誘導放射能K よるもの

エキルギー 炉運転中の 炉停止 14日後の

(Mev) 線申告強度 (r/erfl'sec) 線源強度(r/elil・se c) 

15 2.50X10' L40XIO' 

ao 2.50X10・ 旦o0 X 1 0' 

(2) ナトリウム中の核分裂生成物の放射能L'Lよるもの

エヰ Jレギー 炉運転中の 炉停止 14日後の
(Mev) 線源強度 (r/e，d'sec) 線源強度 (r/en!.sec) 

111 1.9X105 邑38 X 10' 

0.2 1.lX105 8. 3 0 X 1 0' 

且5 2.0 X 1 0・ 4.6 1 x 1 05 

也8 5.8X10' a 38 X 1 05 

LO 7.4X105 1.65X10' 

L5 2.6X10' a 0 0 X 10' 

2.0 旦4X 105 。
L一一→

制御棒 (CRD)下部案内管の誘導放射能防次表わ逸りである。

r線エネルギー
(Me v) 

L14 注
一

度

一

川

一

e

x

 

，h
η

・・

強
じ

a

(注1)制御棒 (CRD)下部案内管む誘導放射能 5XIO'Ci 1<<栢当
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ポンプ洗浄室陀ももとまわる被洗浄体のうち一次冷却材の付着号がもっ止も多いのtI:

主循環ポンプであれそわ推安付着量肘 2kg程度である。とれ V如しS倍の余裕争見て

6kg(7)一次冷却材手線源Fして，線量率宇算出十 200

3. 2 線源形状

線源の自己吸収，被洗浄体遮蔽効果号無視す品。

被告t浄体が 1次主循環ポンプの競合，点線源なよび線線源t1"近似し，との 2"，"ースvr

っき計算寸Z。

被洗浄{l;:が.市Ii街]棒 (CRD)下部案内管の撰合材，産量線源r近似し，室毘りわ壁手遮

蔽休止して考慮寸 200

ま循環ポンプ

制御棒下認案内管

3. 3 線源配置

200叩 OXIOOOL(表面付着)

8 5mmO X 2 8 0 0 L 

メン予ナンス建物遮蔽計算上の線源の配置F第 1図r示す。
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品

率

あ

音

で

線

り

の

高

町

〉

BP

十

¥果
J

顕
一
掃

¥

結

一

室

に

ぴ

-

浄

次

よ
一
洗
凶
u

h
u
~

プ

式

一

法

ン

箆

一

方

ポ

計

一
析

一

解

1

-

A

持・

4
 

D-EE出L
一守 41')(2 

(mrem/hr) (点線源)

ととで

D ; 線量率

Ki; 線東・線量率変換係数

Si ; 点線君事強度

(mrem/hr) 

( (mre吟 /In)/( r /C11l・ sec)) CE=1.4Mev) 

(r/sec) 

X; 線源から計算点までの距離 (cm) 

遮蔽体として 100凹厚の鉄板を考慮し計算した結果は次のとおりである.

D = 1.28 x 1 O. x 
l 

X' 

Xl::Dの関係を第 2図Itr示す。

線線源院近似した歩合

n
Z
1
 

一一D
 

K i S i 

4πx 
t a n-' t x (mrem/hr) 

ことで

D ; 線量主主 (mrem/hr) 

Ki; 線東・線量主主変換係書宇 ( ( m r e m/h r ) / T / (C11l' s e c )) C E= 1.4M e v ) 

Si; 線線源強度 〔γ/印 1・se c ) 

X ; 線源地ミら計算点までの距離 (cm) 

.e ; 線源長 〔四]

遮蔽体として 100皿厚の鉄板を考慮し計算した結果は次のとおりである。

n-1 Gせ吟
X 

X正Dの隠係苦手第 2図r示す。
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主j告t長fyブ。(ーゎ矧1;t~4守着以紛回1)/1)'ff;経卒

奈ィ牛

えず2図

(1)ーだ〉説:)71-わ令与問月間:洋B

β)ー法、必戸相場量 ;6kj-
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/tJ 

一一一;例案掠、4似
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4・
4.2 高レベル機器洗浄室園 bの線量率

線源の制御棒下事案内管 HI家の配置仕第1図r示す遺 Dである。第 1図K示す各点

の線量率lf'検討寸品。

線源争高島線源K近似寸品。計算式I;t/7(.ltr示す通 Pでめる。

K. S・B ‘

D= ー‘一一一一ー-F(θ，μt) zπx -.~.~-， 

ととで

D; 線量率

K; 線量率・線来変換係数

S ; 線総源強度

B ; ピルド 7::;プ係数

X; 線源から言十霊草点までわ距離

θz  線源の半分宇見込む角

μ2  遮蔽体の線吸収係数

t ; 遮蔽体の厚吉

(mr em/h r) 

(mrem/hr) 

((mrcm/hr)/(r/~.sec)) 

(r /(叩・ se c) 

〔叩〕

( 1/'侃]

〔明〕

コンクリート厚さと線量率の震係を第 8図に示す。

(1) ③点の線量率

K = 2.3 x 1 0 -3 ((  mreny1lr )/( r/C1l!・ se c )) ( E= L 4 Me v ) 

S= 
3. 7 X 1 0" 
2.8 X 1 02 

=L32XI013 

B : 50 

X=570 (C祝〕

。・0。a'E-. 
一
?

¥
¥
J
/ノ

ハU
-一
の
り

4-
一-η
d
 

宅

i
-
w
h
u

f
f
r
¥
 

n
 
a
 
t
 一一

円
可

μ=(i121 

t = 200 

( l/cm) 

〔叩〕

( r /1侃・ se c) 

2.3xIO-3 XL32X1013X 5o .，._， ，，~ ~ "n  
D = -_..~.~ 0..  ~，~_...v '. --xF (13.80 ，24.2 ) = 3.0 x 10 " (mrerrνhr) 
2x 3.14 x570 

一-7一一
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(2) ⑥点の線量率

K=  2.3xI0寸(( m r e m/h r ) / ( r /d・sec))(E=l生Mev)

S= 1.32x10" (r/cm'sec) 

B坦 38

x=  265 (cm) 

( 1 40 ¥ 
θ=  t a n-I ト一一ー一-)=主28

0

¥ 265 / 

μ=  0.121(1/1白n)

t= 160 (cm) 

D= 
2.BX10 -3 Xl.3 2X1 01' X20 

x F(28
0 

• 19.4) = 6.5，x10-i(mrerrνIlu) 
2x旦14x 265 

俗1 ⑤点の線量率

K=  2.3x10-' ((mrem/hr)/(r/d'sec)J(E=1.4Mev) 

S=  1.3?X10ts Cr/I日n・sec)

B宇 os 

X宇 361 (cm) 

(140 ¥ 
θ宇 tan-I卜 i平 21 

¥361 ) 

μ= 且121 C l/cm) 

t= 160 (侃〕

D= 
2.3x10-' x1.32x101' x'38 

xF(21
0，19.4)= 4.4x10一台 (mrerrν1lr) 

2X 3.14 X361 

終予主

各点、Irr:長いて. B領域わ設計目標値(0. 8mrerrν'hr) 以下町長さえるため/Irは，重コ

ンクリ日トで 100cm • 普通コンタリ日トで 1 60cm必要である。

一一8ーー
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4. 3 高レベノレ機器洗浄室上部の線量盗

洗浄槽内Ifl"CRD下部案内管手持λした降， ドアパルプ芦辺の線量率手求める。計算

形状ヂ第4殴陀7.K寸。

音十重草式tオ次 ltriK寸通りである。

K.S.B 
D=  一一一一一一一 (F( 82 • 内 t，+ p.， t， )ーF(8"μ1 t1 +μ2 t， ) ) (mren〆hr)4πx 

ととで

D; il'N量慈 (mrem/h r) 

K ; 線量gg・露軍束変換係数 ( ( n r e m/h r) /( T /~ • s e c ) ) 

s ; 線総源強度 ( T /00' s e c ) 

B ; ピルド 7 ':1 プ係W'(乗傍法)

X; 線源から計算点までの距離(00) 

θz 線源多見込む角 {図 4 参熊】

μ"μ2 ;普~コンクリ- j.， irよび鉛の線吸収係数。〔四-， ) 

t1t t2 ;普通コンクリ一九長よび鉛わ厚さ。(四!)

普通コンクリート厚古手-'iF(10000 }止した止告の，鉛追加遮蔽厚吉正締量率の

関係争第 5図lK:i正寸。

一-10-
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(1) 計 震

K=  2.3X10-3 C (m r e m/h r ) / ( T /"，n . s e c ) ) 

s = 1.32 x 10" C r /cm' s e c ) 

μ，= 且121 C l/cm) (E=L4Me v) 

t， = 100 〔叩〕

μ， =且 6 C 1./<叩〕 (E=1.4NIev) 

止して.t， ?-変数止して計算寸る。
(2) 計宣結果

図-5 /IT示寸遜I:l. 1給追加遮蔽体 10冊子設け晶土. B領域の設計自槙fiIi:0. 8 

mrem/hr以下r骨さ古る。

一一12ーー
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4.4 廃棄物貯蔵庫主わ恒の線量率

廃棄物貯蔵庫内F制御棒下部案内管手貯蔵した携合の隣接寸る排風勝室(B領捗):lo-

よび洗浄設備室(B領域)の線量率宇検討寸品。

線源肘，自己吸収ヂ無視して線線源w-近似し，最大 6~が貯蔵される場合す考え，評

価点から最近援のもの Fっき検討し，主主 ~5~の寄与肘と如w-同寄与である汗して評価寸

る。計箪形状け第 6図Irr7Jicナ通りである。

計算式政次のi陣bである。

K' S・B
D=←一一一一一← F(0，・μ1t1 +μ， t， ) 2πx -.. -...， "-1 Vl .....2 "2 

己こで

D; 線量産 (mr em/h r) 

K; 車費量主主・線東軍E換係豹 ((mrem/hr)/( r/cA' se c)) 

S ; 線線源強度 ( r /cm' s e c ) 

B ; ピルドアップ係書タ (Bヰ B，x B， ) 
Bl ; 水層のピルドアップ係数

B2 ; 普通コンクリート層のピルドアップ係数

X; 線源から計算点空での距離 〔叩〕

o ; 線源の半少骨見込む角

μ1μ， ; 水bよび普通コンタリ日トの線吸収係数 ( l/C祝〕
t1 t2 ; 水晶、よび普通コンクリート層の厚吉 〔叩〕

F ( 0， ， 内 t， +μ， t， ) ; 正害uf音分

(1) ⑨点骨よぴ⑨点の線量主主の算出

最短距離 1~ιからの影響分防次"';面白である。

K = 2.3 x 1 0 -， (( m r e m/h r ) / ( rゐ:!. s e c )) ( E= L 4 Me v ) 
S = 1.32XIO" (r/cm・se c ) 

X = 300冊

。=25' 
内=0.0601 ( l/cm) 

t， = 200 (C抗〕

μ， =且12 1 C 1/'叩〕

t， = 100 (cm) 

-14ー
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μ} t} +μ，t， =12.0+12.1=24.1 
B = 23x20=460 

F'(Z5'. 24.1 )=8XIO-12 

D= 
Z3XIO】 3 X13 2X1 0" x4.6x1 0' X8X1 0司 12

2 X a 1 4 X 3 X 1 0' 

= 5.9 3x 1 0-' (mr em/h r) 

他の5本からの影響宇田容K考え :61:総線量率I;t

5.93xIO-' x6=3.56x10-1 (mrem/hr) 

包)結果

貯蔵中の制御棒下部案内管 6本からの影響脅安全側r在るょう同毎vr評価しても

⑥点，⑨点ルも且4mrem/hrTl下/ir1.;:る。

一一15ーー
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廃棄物貯蔵庫古わりの計算形状第 6図
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4.5 廃棄物貯蔵庫上部の鯵量豆藍

廃棄物貯蔵庫内F肯u御棒下部案内管歩貯蔵した場合貯蔵庫上部の水面上目線量率普検

討寸品。

線源肘自己吸収P無祝して点線源F近似し，最大 6~が貯蔵さ :n 品説合骨三号え，評価

点から最近接れも <7'VTっき検討し，生長T5本わ寄与はとわ F雨雲である許して評価寸l>o

g+:W*，.状政第 7図VTZ芦寸通 Dである。

(1) 

デ主宰式廿次<7';事 Dである。

D= K.S.B = 一一一一一一ァ一 角ー μt
47CX" -

ととで

D ; 線量主主 (mrem/hr) 

K; 線量主主・紡束変捗係数 ( (m r e m/ h r ) / ( r /CdI . 8 e c ) ) 

s ; 点悲喜源強度 ( r /8 e c) 

B ; ピルド 7~ プ係数

X; 線源から言十主事点主でわ距離 (c祝〕

μ2 水炉緋吸収係書官 ( l/cm) 

t ; 水屠の厚吉 ( cm) 

⑦点目縁震-g;"，算出

最短距離 l~からの寄与外防次の通りである。

8 3.7X1015 (r/sec) 

X = 500 〔叩〕

K = 2.3 x 1 0 -3 ((  m r e m/h r ) / ( r /CdI . 8 e c ) ) 

μ=且0601 (1/1叩〕

t = 500 

μt= 3U05 

B : 110 

〔冊〕

e-μt =& 9 x 10-14 

D = 
2.3x10-3 X3.7XI015Xl.lX102 X&9XIO-14 

4 X 3. 1 4 X ( 5 X 1 02 ) 2 

= 2.66xIO-5 (mrem/hr) 

ー-17-

( E=1. 41凶ev)
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位1)')5窓かちの影響宇田等『考え;;/::総線量率枕

2.66XIO-5 x6=1.60xIO-毛 (mrem/h r) 

(2)結果

貯蔵中わ制御棒下官、実内管 6本からの影響争安全側『在るよう間各『評価しても①

点Iff":t lI>て(1001 mrem/hr J以下 F左品。

-18-
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E 評価

常陽手構成十品機器わメン手ンス作業F予想される頼々の遮蔽条件『対して，計算結果は

第 1霊'Ht示十返りであり， メン午ナンス態物の遮蔽条件け設計日夢値手満足してい品。

評 価 点 状 態 基準

ポンプ洗浄室周 Na洗浄時 B 6kgのNaが付着しτいる秘器のNa洗浄
函 区域 周陸評価点『長ける線量墨付 0.2mrem/hrで

(① ) 言FF目害事値{区少:Bo.Smre吟生r)をi満足
している。

高レベル機器洗 制胸棒(C即〕 B 誘導放射化した下部主主内管?喜レベル桜器洗

浄室周箇 下部1案内管 区域 浄椿w-装荷した状態、での周匪評価点校長ける

(③⑥③  装荷時 線量率批且65mrenル寸lrで設計百夢値(区外:

B 0. S町 enレ/hr)昔満足している。

EZレベノレ機器洗 1間 B 上記の同一条件F骨いて洗浄室上智(メン干

浄室上部 区敏 ナンス室床面)w-阜、ける線量主主防鉛遮蔽休争

f③ 1 0四追か寸 bと!--Wより且75mrerrνhr

止なれ設計目標値(区7l-: B 0. smrelIjパlr)

'id満f住寸ると止ができる。

廃棄物貯蔵庫屑 n B 下都害事内管 6;;t;:骨廃棄物貯蔵庫F装荷した醇

囲b よび上部 区域 の貯蔵庫周囲の線量率砂最大乱4mrenνhr1:: 

{③③  ⑤ 左 11.設計目標値[区炉:B 0. S mrenVhr ) 

を満足してh 品。

ー-20
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